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To add an article against the misuse of a reproductive technology and a genetic engineering, the 
Swiss Federal Constitution was revised in 1992 through an initiative in 1987. On the basis of this 
article of the constitution, the Reproductive Medicine Act and the Stem Cell Research Act were 
enacted in turns; then, the Federal Law on the Genetic Testing of Humans was enacted in October 
2004. This paper treats a process of the revision of the constitution in 1992 and the enactment of the 
law in 2004.
The Swiss Federal Law on Genetic Testing of Humans regulation covers four realms of genetic 
testing － medicine, insurance, labor and compensation － and the use of DNA Profiling except for 
criminal procedures. In medicine, for instance, genetic counseling is compulsory before and after 
prenatal genetic testing. Moreover, offices established by cantons provide information and counseling 
for prenatal diagnosis. Regarding insurance, the law prohibits an insurance company from requesting 
genetic testing as a requirement for obtaining insurance. However it permits a company to request an 
applicant to reveal the results of past genetic test, when he buys a life insurance with a large amount 
of insurance money.
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はじめに
本稿は、2004 年 0 月８日成立、200 年４月１日施行
のスイスの「人の遺伝子検査に関する連邦法１）」（以下、
遺伝子検査法）に関して、その制定経緯と概要について紹
介するものである。人の遺伝情報の解明は近年大きく進展
し、その利用について様々な利害の対立を生み出すように
なっている。DNA の配列は究極の個人情報とも言われ、
医療だけでなく、犯罪の捜査や個人の出自の解明、特定の
疾患の発症要因と保険契約の問題など多様な分野に影響
は及ぶ。遺伝子検査に対する規制の必要性は、スイスに
限ったことではなく、日本やその他の国についても同様で
ある。
本稿では、遺伝子検査一般についての倫理的問題やスイ
ス以外の規制の解説は最小限にとどめて、スイスの遺伝子
検査法に関連する話題に限って取り上げることにする。ま
た、スイスの遺伝子検査法については、最近になってその
解説と邦訳が発表されているため２）、本稿においては、そ
こで取り上げられていない、遺伝子検査法の立法の経緯に
ついても論じることにしたい。
本稿の議論は次のように進める。最初に、遺伝子検査法
がスイスの他の遺伝子技術に関する規制の中でどのよう
に位置づけられているかを確認する。次に、遺伝子検査法
の立法の起点となる連邦憲法の改正について解説する。そ
して、遺伝子検査法制定に至る経緯について連邦参事会に
よる法案、連邦議会の議事録などを参考にして論点を明ら
かにする。最後に、遺伝子検査法の概要を簡単に紹介する。
また、資料として遺伝子検査法の邦訳をつけておく。
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１．スイスにおける遺伝子技術に関する規制
スイスでは、遺伝子技術に関する規制は、連邦憲法 9
条に「人の領域における生殖医療及び遺伝子工学」がある。
また、連邦憲法 20 条では「人以外の領域における遺伝
子工学」について定められている。それぞれの条文を訳出
しておくと、次のとおりである（なお、9 条と 20 条
の間には、9a 条として、移植医療に関する条文がある）。
連邦憲法 9 条　人の領域における生殖医療及び遺伝
子工学
１　人は、生殖医療及び遺伝子工学の濫用から保護され
る。
２　連邦は、人の生殖形質及び遺伝形質の取り扱いに関
する規定を定める。連邦は、その際、人間の尊厳、
人格及び家族の保護に配慮し、特に以下の原則を遵
守する、
ａ～ｅ省略
ｆ．人の遺伝形質は、本人が同意する場合又は法律
が規定する場合にのみ、検査し、記録し、又は
開示することができる。
ｇ．いかなる人も、自己の出自に関するデータにア
クセスすることができる。
連邦憲法 20 条　人以外の領域における遺伝子工学
１　人及びそれをとりまく環境は、遺伝子工学の濫用か
ら保護される。
２　連邦は、動物、植物及びその他の有機体の生殖細胞
及び遺伝形質の取り扱いに関する規定を定める。そ
の際、連邦は、被造物の尊厳並びに人、動物及び環
境の安全に配慮し、動物種及び植物種の遺伝的な多
様性を保護する。
遺伝子検査法は人に対するものだが、人以外の動植物に
ついての包括的な遺伝子技術の規制としては、上にあげた
連邦憲法 20 条があり、この条項に基づいて「人以外の
領域における遺伝子技術に関する連邦法（遺伝子技術法）
３）」が、2003 年３月 2 日に成立し、2004 年１月１日か
ら施行されている。この法律は、遺伝的に改変された動植
物等の取り扱いについて定めている。また、遺伝子技術法
23 条では、「人以外の領域における生物工学のための連邦
倫理委員会」が設置されることが決められている。
そして、人に対する遺伝子技術の規制としては、医療・
労働・保険・賠償義務の四つの領域における遺伝子検査の
実施の条件等を定めた遺伝子検査法がある。ただし、遺伝
子検査法１条３項に定められているとおり、研究目的の遺
伝子検査や遺伝子利用には、基本的には適用されないこと
になっている。研究目的のものについては、近い将来制
定される人体研究法の中で規制される予定である。（2009
年９月 25 日の連邦議会の両院における最終投票で、連邦
憲法改正案（連邦憲法 8b 条として「人体研究」につい
ての条項を連邦憲法に追加する案）が成立した。この条項
が国民投票で承認された場合に、連邦議会で人体研究法案
の審議が始まる。人体研究法の草案では、遺伝子検査や遺
伝子技術の利用の条項が特別に設けられてはいないが、そ
の適用範囲には、胚や胎児を含む人由来の生物学的試料を
用いて行われる医学、生物学領域の研究が含まれており、
人を対象とした遺伝子研究も含まれる。）
その他に、「刑事手続きにおける及び身元不明者又は行
方不明者の同定のための DNA 型鑑定の利用に関する連邦
法（DNA 型鑑定法）４）」が 2003 年６月 20 日に成立し、
2005 年１月１日から施行されている。DNA 型鑑定法は、
被疑者の特定や、立証の補助などのために DNA 型を利
用する条件、あるいは連邦による情報システムの構築に
DNA 型を利用する条件を定めている。また、刑事手続き
以外で、警察、刑事捜査機関、刑事裁判所が、DNA 型の
照合による死者・行方不明者の同定を求めることができる
ことも定められている。なお、DNA 型鑑定法では、刑事
手続きや死者・行方不明者の同定に際して、当事者の性別
を除いて、健康状態やその他の個人的な性質を調べること
は禁止されている。
２．連邦憲法 119 条の追加
先に述べたとおり連邦憲法 9 条によって、連邦に遺
伝子検査法制定の権限が与えられた。現在の連邦憲法 9
条は、999 年に行われた連邦憲法の全面改正によって移
行されたものであり、全面改正前の旧連邦憲法では 24 条
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の９であった。この旧連邦憲法 24 条の９は 992 年に追
加されている。したがって、以下では 992 年に旧連邦憲
法 24 条の９が追加されるまでの経過を主に述べることに
なる（先にまとめておくと、次の表のような経過をたどっ
た）。
表１　旧連邦憲法 24 条の９追加までの経過
98 年４月 3 日 国民提案の提出
989 年９月 8 日 連邦参事会による教書
（国民提案の拒否と対案の作成）
99 年６月 2 日 連邦議会の決議
（国民提案の拒否と対案の採択の
勧告）
99 年８月 4 日 国民提案の撤回
992 年５月  日 国民投票
（対案の承認、旧連邦憲法 24 条の
９の発効）
２．１　1987 年の国民提案
遺伝子工学に関しては、直接的に憲法規定を求めるもの
ではないが、980 年代半ばから連邦議会でも何度か取り
上げられていた。遺伝子工学に関する規定を連邦憲法に追
加することを求めたものが、98 年４月 3 日に連邦政
府に提出された「『人の生殖及び遺伝子工学の濫用への反
対』の国民提案」である。スイスでは連邦憲法への特定の
条項の追加、削除、修正について、0 万人以上の有権者
の署名によって提案することができる。「『人の生殖及び遺
伝子工学の濫用への反対』の国民提案」は、旧連邦憲法
24 条の８として、次のような条項を追加することを求め
た提案であった。（旧連邦憲法では、24 条の９が生殖医療
及び遺伝子工学に関する条項であるが、国民提案が出され
た 98 年当時は、24 条の８の「エネルギーの供給・消
費に関する連邦とカントンの関係」についての条項がまだ
存在しなかった。そのため、国民提案は 24 条の８として
追加を求めるものであった。なお、旧連邦憲法 24 条の８
の「エネルギーの供給・消費に関する連邦とカントンの関
係」は、990 年に追加されている。）
24 条の８（国民提案による草案）
１　連邦は、人の生殖形質及び遺伝形質の人工的な取り
扱いに関する規定を定める。
２　連邦は、その際に、人間の尊厳の擁護及び家族の保
護に配慮する。
３　特に、次のことは禁止される、
ａ．法律が明確に定めていない限り、実の両親の身
元を本人に知らせないでおくこと、
ｂ．営利として、胚を保存し、第三者に斡旋するこ
と、
ｃ．営利として、第三者のために子どもを産み又は
懐胎する者を斡旋すること、
ｄ．母胎外で胚を育てること、
ｅ．遺伝的に改変された人の生殖形質若しくは遺伝
形質、又は動物の生殖形質若しくは遺伝形質を
利用した胚、又は同一の遺伝子型の複数の胚を
発育させること、
ｆ．発育が止まった胚を加工すること、又はそのよ
うな胚から製造された生産物を販売すること。
この国民提案は、消費者向け雑誌である「スイス・ベオ
バハター（Der Schweizerische Beobachter）」の編集部
によって行われたもので、985 年 0 月に署名集めが開
始され、98 年４月 3 日に連邦政府に提出、98 年６
月 29 日に有効票 2 万 8 票であると正式に確認され
た。これによって、連邦政府はこの国民提案に何らかの結
論を与えなければならなくなった（旧連邦憲法で定められ
ている連邦憲法の部分改正に関する規定によると、草案の
形式で提出された連邦憲法の部分改正の国民提案につい
ては、連邦議会がその提案に同意した場合は草案が国民投
票にかけられ、連邦議会が同意しなかった場合は新たな草
案を作成するか拒否の勧告案を作成して、国民提案による
草案とともに国民投票にかけることになる５））。
スイス・ベオバハターによるこの提案の意図は、生殖医
療技術の発達から起こりうる帰結に対して警告するだけ
では不十分であるため、人工授精、体外受精、胚移植、そ
して医療や産業における生殖細胞、胚の取り扱いなどに
ついての法律を制定する権限を連邦議会に与えることで
あった。提案された条項は、営利的な目的での胚の斡旋の
禁止、人の遺伝形質の介入の禁止、胎児の売買の禁止など
で、それほど過激な内容ではない（国民提案の３項ｄでは、
母体外で胚を育てることの禁止を求めているが、これは体
外受精の禁止ではなく、人工子宮で胚を発育させて、生存
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可能な段階まで育てること（Ektogenese）の禁止のこと
である６））。
国民提案による案を読む限り、主に生殖医療に対する規
制をもとめるものとなっており、遺伝子工学全般への関心
を読み取ることが難しい。国民提案は、連邦議会にかけら
れる前に、連邦参事会が対案についての草案を作成してい
るが、そこで、遺伝子工学についても明確にされる。
２．２　連邦参事会による対案の作成
連邦参事会は、98年４月3日の国民提案を拒否して、
対案を採択するよう求める教書を、989 年９月に連邦議
会に提出した。連邦参事会は、憲法規定を設けることには
反対してはいないが、国民提案にはいくつかの問題点があ
るとしている。
まず、国民提案の 24 条の８の１項（「連邦は、人の生
殖形質及び遺伝形質の人工的な取り扱いに関する規定を
定める。」）は、生殖医療と人間遺伝学の領域で、連邦に立
法の権限を与えるものであるが、急速な発展を遂げている
生殖工学と遺伝子工学の全領域のわずかな断片でしかな
く、また、生殖形質と遺伝形質の人工的な取り扱いという
ことで、例えば出生前診断などにおける遺伝子データの解
析や記録も包含しているかどうかも不明確である。さら
に、食品や医薬品や農業生産物のための動植物に利用され
る遺伝子工学から、人間と自然を守ることも同様に重要で
あり、より広範な領域について立法の権限を与えるべきで
あるというのである７）。
また、国民提案の 24 条の８の２項（「連邦は、その際に、
人間の尊厳の擁護及び家族の保護に配慮する。」）は、目的
に関する規定であり、そこでは「人間の尊厳」と「家族
の保護」という文言の問題点が指摘された。「人間の尊厳」
という概念は、これまで連邦憲法では明確には言及されて
いなかったが、生殖医療と遺伝子工学によって「人間の尊
厳」が危険にさらされるという点は、連邦参事会も認めて
いる。しかし、連邦参事会によると、「人間の尊厳」の保
護は、すべての法治国家の秩序がそこに向けられているも
ので、生殖医療や遺伝子工学との関連のみで規定されるこ
とが問題なのである。この時点ですでに連邦憲法の全面改
正は着手されており、「人間の尊厳」は基本権の規定とし
て言及されるべきだとしている。実際に、999 年に改正
された現行の連邦憲法  条に「人間の尊厳は、尊重され、
保護されなければならない」という基本権としての規定
ができている。「家族の保護」については、旧連邦憲法 34
条の５の１項にあり、あえて生殖医療と遺伝子工学の規定
の中に盛り込む必要はないという見解であった８）。
国民提案の 24 条の８の３項では、禁止すべきこととし
て、ａ～ｆの六つの事項があげられている。これらは生殖
医療又は胚研究に関することであるので、ここでは一つ一
つについての連邦参事会の見解は述べないことにするが、
これらの禁止の要求に対して連邦参事会は、大筋で理解で
きるものとしながらも、憲法の段階でここまで詳細に決め
てしまうことによって、立法の時点で議論されるべき余地
がなくなることを懸念している９）。
そして、国民提案で出された草案の対案として、連邦参
事会は次のような条文を作成して連邦議会に提出してい
る。
24 条の８（連邦参事会が作成した対案）0）
１　連邦及びカントンは、その権限の枠内で、人とそれ
をとりまく自然環境を生殖工学及び遺伝子工学か
ら保護する。
２　連邦は、科学的、医学的及び経済的な目的の遺伝形
質及び生殖形質の取り扱いに関する規定を定める。
３　連邦は、特に次のことを定める、
ａ．人の遺伝形質及び生殖形質の提供、発育、改変、
保存及び利用、
ｂ．母体外での人の卵細胞の受精、人の胚及び胎児
の発育、並びに代理出産、
ｃ．人の出自に関するデータへのアクセス。
この対案の１項では、先に述べた連邦参事会の見解にあ
るとおり、国民提案においては「人の」生殖形質と遺伝形
質の取り扱いというように狭い範囲であったものが、動物
や植物など自然環境も含めたものへとより広い範囲につ
いて、生殖工学および遺伝子工学から保護することを目的
とすることになっている。２項では、国民提案で「人工的
な取り扱い」とされていたものが、「科学的、医学的及び
経済的な目的」の取り扱いとなっており、ここでは精密な
文言にかわっている。連邦参事会によると、「科学的、医
29
学的及び経済的な目的の遺伝形質及び生殖形質の取り扱
い」ということで、例えば、遺伝子解析、遺伝形質や生殖
形質の研究と商業的な利用が考えられている ）。３項で
は、立法の際に議論の余地を残すために、列挙されていた
禁止事項がなくなっている。なお、対案の３項ｃの「人の
出自に関するデータ」は、国民提案の３項ａの対象を拡張
したもので、「両親の身元」だけでなく、当事者の疾患や
遺伝的性質なども含めたデータということである 2）。
２．３　連邦議会による決議と国民投票
国民提案と、連邦参事会が作成した対案は、連邦議会で
審議される。連邦議会では、国民提案を拒否して対案を採
択するという連邦参事会の提案に沿って審議が進むが、対
案をどのように修正するかが議論された 3）。
まず、990 年２月に、上院にあたる全州議会の委員会
で対案について修正が加えられた。連邦参事会が作成した
対案では、禁止されるべき事項を条文に明記せず、連邦に
対して法律を制定する権限を与え、法律で定められる範囲
を示すものであった。それに対して、全州議会の委員会は、
条文で明確な方針を示すべきという考えで、禁止事項とし
て、生殖細胞及び胚の遺伝形質への介入、性別の選択や特
定の性質の選別のための人工生殖、人と動物の遺伝形質の
融合、代理出産、人の生殖形質と遺伝形質の売買を明記す
る提案を行った。そして、990 年６月 20 日の全州議会
本会議でこの提案が採択された。
下院にあたる国民議会では、さらに修正を加えた上で
99 年３月 20 日の本会議で採択された。人工授精の容
認とともに、体外で胚へと発育させてもよい卵細胞は、た
だちに着床させることのできる数だけと決められた。動
物、植物やその他の生物への遺伝子工学的介入について
も、倫理的な方針を明確に示すことになった。また、この
ときには、委員会の動議（Motion）として出されたもの
で、遺伝子解析の適用についての規制の法案提出を連邦参
事会に求める提案が採択されている 4）。
再び全州議会に回されるが、99 年６月  日に国民
議会の決定に沿った形で議決が行われた。国民議会で採択
された遺伝子解析に関する動議もこのときに採択されて
いる。そして、99 年６月 2 日に両院で最終投票が行
われ、国民提案で出された案を拒否して、新たな対案を採
用するよう国民とカントンに求める連邦決議が、国民議
会では賛成 5、反対 3 で可決され、全州議会では賛成
3、反対３で可決された。連邦議会で採択された対案は、
次のとおりである。
24 条の９（連邦議会で採択された対案）5）
１　人及びそれをとりまく環境は、生殖工学及び遺伝子
工学の濫用から保護される。
２　連邦は、人の生殖形質及び遺伝形質の取り扱いに関
する規定を定める。連邦は、その際に、人間の尊厳、
人格及び家族の保護に配慮し、特に以下の原則を遵
守する、
ａ．人の生殖細胞及び胚の遺伝形質への介入は許さ
れない。
ｂ．人以外の生殖形質及び遺伝形質を人の生殖形質
に組み込み、又はこれと融合してはならない。
ｃ．生殖補助の手続きは、不妊又は重篤な疾患の遺
伝の危険性が他の方法で除去されえない場合
にのみ用いることができ、子どもに特定の性質
をもたらすために、又は研究を行うために用い
てはならない。女性の体外での人の卵細胞の受
精は、法律によって定められた条件の下でのみ
許される。人の卵細胞は、ただちに着床が可能
な数だけ、女性の体外で胚にまで発育させるこ
とができる。
ｄ．胚提供及びあらゆる種類の代理出産は、許され
ない。
ｅ．人の生殖形質及び胚からの生産物を売買しては
ならない。
ｆ．人の遺伝形質は、本人の同意又は法律の指示に
よってのみ、検査し、記録し、又は開示するこ
とができる。
ｇ．人の出自に関するデータに本人がアクセスする
ことは、保証されなければならない。
２　連邦は、動物、植物及びその他の有機体の生殖形質
及び遺伝形質の取り扱いに関する規定を定める。そ
の際、連邦は、被造物の尊厳並びに人、動物及び環
境の安全に配慮し、動物種及び植物種の遺伝的な多
様性を保護する。
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この規定に基づいて、将来的に生殖医療法、遺伝子検査
法が制定されることになるのだが、この対案では、連邦参
事会が作成した対案に比べて、禁止されるべき事項が明確
に示されている。対案の個々の条文については、生殖医療
や人以外の遺伝子工学に関する規定も含まれているため、
ここでは触れないことにして、この後に行われることにな
る国民投票までの展開を見ておくことにする。
草案の形で提出された国民提案について連邦議会は同
意せずに、新たな対案を作成したわけだが、この場合は、
連邦憲法の規定によれば、国民提案による草案と、連邦議
会で採択された対案との両方が国民投票にかけられる。こ
の国民提案についての連邦決議では、第１条に国民提案に
よる案、第２条に対案が置かれ、第３条で「連邦議会は、
国民とカントンに対して、国民提案を拒否し、対案を採択
するよう勧告する」となっている。しかし、国民投票が行
われる前の 99 年８月に、スイス・ベオバハターは国民
提案を撤回することになった ）。国民提案の撤回は珍し
いことではない。今回も、国民提案を出したスイス・ベオ
バハターは、連邦議会によって採択された対案によって目
的が十分に達せられたために国民提案を撤回した。
以上のような経緯で、対案のみの賛否を問う国民投票が
992 年５月  日に行われた。投票率は 39.2％で、白票
や無効票を除いて賛成が 3.8％（,2,052 票）、反対が
2.2％（450,35 票）となり、またカントンは一つを除い
て他のすべてで賛成票が上回った ）。こうして対案の形
で国民投票にかけられた旧連邦憲法 24 条の９は承認され
発効することになった。
２．４　旧連邦憲法 24 条の９の追加後の経過
旧連邦憲法 24 条の９の追加後の動きについて、関連す
る連邦法の立法の経過を説明しておきたい。また、遺伝子
検査法とは直接関係しないが、旧連邦憲法 24 条の９に関
して出された主要な二つの国民提案を紹介しておく。最後
に、現行の連邦憲法 9 条及び 20 条への移行について
触れることにする。
992 年５月の国民投票による承認の後、連邦参事会は、
生殖医療と遺伝子工学の分野で必要な立法措置を計画す
るために作業グループを設置している。この作業グループ
は翌年、報告書を発表し、三つの段階の措置をとることを
提案した。第一に、生殖医療法の制定や国家倫理委員会の
設置、第二に、遺伝子解析に関する法律の草案作成、第三
に、人体研究に関する研究グループの設置である。
このうち生殖医療法は、995 年に草案作成と意見聴取
手続き、99 年に連邦参事会による教書と法案作成、そ
して 998 年 2 月 8 日に連邦議会で成立、200 年１月
１日から施行という経過をたどった。国家倫理委員会は、
200 年７月３日に設置された。第二の遺伝子解析に関す
る法律の草案作成が、遺伝子検査法にかかわるものであ
る。遺伝子検査法制定の経過については次章で詳しく述べ
るため、ここでは説明を省く。第三の人体研究の研究グ
ループは 994 年に設置され、人体研究に関する連邦法制
定に向けた動きが始まるが、胚性幹細胞研究についてのみ
の規制である幹細胞研究法が、2003 年 2 月 9 日に成立
し、2005 年３月１日から施行されている。人体研究の領
域については、連邦憲法に新たな条項を追加した後に連邦
法を作ることになった。また、旧連邦憲法 24 条の９の３
項では、動植物に対する遺伝子工学の適用に関して法令を
定めるとされたが、これは先に述べたとおり、遺伝子技術
法が 2003 年３月 2 日に成立し、2004 年１月１日から
施行されている。
旧連邦憲法 24 条の９に関して出された国民提案で、特
に重要なものが、「『遺伝子操作からの生命と環境の保護』
の国民提案（遺伝子保護の提案、Gen-Schutz-Initiative）
8）」と「『生殖工学における操作からの人間の保護』の国
民提案（人間にふさわしい生殖のための提案、Initiative 
fu・・r menschenwu・・rdige Fortpflanzung）9）」である。前
者は、993 年 0 月に提出されたもので、旧連邦憲法 24
条の９の３項で定められた人以外の領域における遺伝子
工学に関する規定の「欠陥」を補完するという目的で、動
物の遺伝子改変の禁止、遺伝子が改変された有機体を環境
に解き放つことの禁止、遺伝子改変による動植物の特許の
禁止などを盛り込んだ憲法規定を連邦憲法 24 条の 0 と
して追加することを求めていた。この国民提案は、99
年３月に連邦議会が拒否の勧告を決議し、998 年６月の
国民投票でも反対票が多数であり、すべてのカントンで反
対票が賛成票を上回り、拒否された。ただし、連邦議会の
議論の中で、この領域における連邦法制定を連邦参事会に
求めるという動議が採択され、後の遺伝子技術法制定の
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きっかけとなった。後者の「人間にふさわしい生殖のため
の提案」は、994 年１月に提出されたもので、旧連邦憲
法 24 条の９を改正し、体外受精の禁止と第三者の生殖細
胞を用いた人工授精の禁止を求めるものであった。この国
民提案も、998 年に連邦議会で拒否の勧告が決議され、
2000 年３月の国民投票で拒否されている。なお、この国
民提案の間接的な対案の形で、同時に連邦議会で審議され
可決されたものが生殖医療法である。これら二つの国民提
案は、旧連邦憲法 24 条の９が発効した直後に提出されて
おり、生殖医療や遺伝子工学についての規制を、より強い
ものにすることを求めている。いずれも国民投票で拒否さ
れたものの、スイス国内ではこの分野に強い規制を求める
人々が一定の規模で存在することがわかる。
最後に、連邦憲法の 999 年の全面改正による、旧連邦
憲法の条項の移行についてであるが、旧連邦憲法 24 条の
９の１項及び２項は、現行の新連邦憲法 9 条（人の領
域における生殖医療及び遺伝子工学）になり、旧連邦憲法
24 条の９の３項は、現行の新連邦憲法 20 条（人以外の
領域における遺伝子工学）になっている。旧連邦憲法 24
条の９の２項ａにあたる新連邦憲法 9 条２項ａで、ク
ローンの禁止が新たに追加されたが、これ以外にこの分野
における規制の大きな修正はなく、若干の語句の変更と、
分割する際に必要となった条項（20 条１項）の新設があっ
た程度である。
これまで述べた、旧連邦憲法 24 条の９が追加された後
の経過をまとめると、次の表のとおりである。
表２　旧連邦憲法 24 条の９追加後の経過
992 年　５月 旧連邦憲法 24 条の９の承認
993 年 0 月 遺伝子保護の提案
（998 年６月の国民投票で拒否）
994 年　 月 人間にふさわしい生殖のための提案（2000 年３月の国民投票で拒否）
998 年 2 月 生殖医療法 制定（200 年１月施行）
999 年　４月 連邦憲法の全面改正（2000 年１月施行） 
2003 年　３月 遺伝子技術法制定（2004 年１月施行）
2003 年 2 月 幹細胞研究法制定（2005 年３月施行）
2004 年 0 月 遺伝子検査法制定（200 年４月施行）
３．遺伝子検査法制定の経緯
旧連邦憲法 24 条の９の追加によって、連邦に遺伝子検
査法制定の権限が与えられた。その後、具体的な手続きが
はじまる。以下では、法案作成までの経過、連邦議会の議
論、成立から施行までの三つに分けて、遺伝子検査法制定
の経緯をまとめることにする。
表３　遺伝子検査法の成立まで
992 年　５月 旧連邦憲法 24 条の９の承認
995 年 0 月 専門家委員会の設置
998 年　９月 草案の作成、意見聴取手続き開始
999 年　３月 意見聴取手続き終了
2002 年　９月 連邦参事会による法案の提出
2004 年　３月 連邦議会本会議での議論の開始
2004 年 0 月 両院で可決、遺伝子検査法の成立
３．１　法案の作成まで
995 年 0 月に連邦司法警察省によって、専門家委員
会が草案作成のために設置されている。その後、998 年
に草案（Vorentwurf）が作成され、意見聴取手続きに送
られた。この意見聴取手続きの結果をもとに、2002 年に
連邦参事会が法案を作成した。また、連邦による遺伝子
検査法制定の手続きとは直接的には関係しないが、医師
の職能団体であるスイス医科学アカデミー（SAMW）が、
993 年に指針を作成している。以上のことを時系列に
沿って説明する。
医科学アカデミーの指針
993 年６月に医科学アカデミーが、「人の遺伝子検査
のための医療倫理的指針 20）」を策定した。医科学アカデ
ミーの指針は、主に医師や医療機関に対する勧告という形
になっているが、カントンの自治権が強いスイスにおい
て、連邦法が整備されていない領域で連邦レベルの規制の
モデルを示す役割も担っている。なお、医科学アカデミー
のこの指針は、遺伝子検査法と、それに関連する命令の施
行によって効力を失っている。
この指針は、遺伝子検査を医師が行う際の条件を定めて
おり、その適用領域として、疾患の原因となる性質を調べ
るための検査、出生前後の検査、個人や家族や集団の検査
スイスの遺伝子検査法
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があげられている。遺伝子検査の医学的適応については、
遺伝的な疾患や障害の診断、家族計画の観点からの遺伝的
な疾患や障害の素質の保因性の確認、その他に、重篤な疾
患の軽減や予防に効果がある場合か、家族計画に直接的な
意味がある場合に、発症前に疾患の性質を把握することが
示されており、遺伝的な疾患や障害によって子孫に危険が
及ぶ場合の相談・カウンセリングの必要性も述べられてい
る。そして、胎児の健康を損なわない性質や胎児の性別の
みを知ることを目的とした遺伝子検査は、明確に禁止して
いる。
遺伝子検査を実施する際には、検査の説明と同意や検査
結果を知ることについての同意を得ること、医学的、精神
的、社会的な支援へのアクセスを支えること、データの保
護などを医師に対して求めている。また、保険領域におけ
る遺伝子検査に関して、遺伝子検査の結果が保険関係の確
立や変更に関連して利用されることがわかった場合には、
医師の側には特別な慎重さが求められるとしている。この
場合には、情報を他の人に渡すことの影響について検査を
受けた人に説明した後で、本人か法定代理人にのみ検査結
果を知らせることができる。
草案の作成
先に述べたとおり、専門家委員会が 995 年 0 月に設
置され、998 年に草案が作成された。旧連邦憲法 24 条
の９の１項及び２項で、遺伝子工学の濫用を禁止し、人間
の尊厳、人格性の保護を定めている。また２項ｆでは、「人
の遺伝形質は、本人の同意又は法律の指示によってのみ、
検査し、記録し、又は開示することができる」と規定され
ている。これ以外に、直接的に遺伝子検査の実施について
の具体的な規定はないが、草案では、医療、労働、保険、
賠償義務の四つの領域と、個人の同定のための遺伝子検査
についての規定が作られている。この適用範囲は、成立し
た遺伝子検査法と一致している。草案、法案、成立した法
律の間で修正された条項のうち重要と思われるものは、遺
伝子検査法の概要についての章で述べる。
草案では、原則についての条項で、遺伝形質による人の
差別の禁止、遺伝子検査の際の同意の必要性、研究機関と
医師のみが検査を実施できること、一般的な使用のための
遺伝子検査の販売の禁止が定められている。
医療領域においては、出生前検査、集団検査、遺伝相談、
自己決定権、生物学的試料の譲渡等についての条項があ
る。出生前検査については、胎児の健康に影響を与えない
性質を確かめることと、医学的理由以外の理由で胎児の性
別を検査することを禁止している。
労働領域においては、雇用関係の開始や継続中に、雇用
者が被雇用者に対して遺伝子検査を要求することを原則
として禁止し、いくつかの条件の下で例外を認めている。
保険領域においては、例外はあるが、保険組織が保険関
係の確立の条件として、申請者に対して発症前検査や出生
前検査を求めてはならず、過去の検査結果の開示を求める
ことや結果を利用することも許されない。また過去の検査
結果を保険組織に伝えることも、申請者に対して禁じてい
る。例外として、申請者が高リスクの集団に不当に組み入
れられていることを説明したい場合には、申請者は過去の
発症前検査や出生前検査の結果を保険組織に伝えること
ができる。また、保険会社の申請に基づき、保険会社が検
査結果を問い合わせてもよい発症前検査を、管轄の官庁が
決定するとも定められている。
賠償義務の領域における遺伝子検査は、被害者が加害者
に賠償する場合に問題となるもので、例えば、就業が不能
になったことによる賠償金をどれだけの期間について認
定するかの判定で遺伝子データを利用することが考えら
れる。草案では、こういった場合に過去の発症前検査や出
生前検査の結果の開示を求めることや利用することを禁
止する規定が作られている。
個人の同定の領域では、犯罪捜査のためや、出自の解明
や身元不明者の確認などの民事手続き、行政手続きのため
に、遺伝子検査を実施することを容認している。ただし、
官庁による手続き以外では本人の同意を得ることや十分
な利害に基づいていること、健康状態やその他の個人的性
質を検査してはならないことなどの制約が定められてい
る。
その他には、遺伝子検査の科学的、実践的発展を捕捉
し、必要な勧告を行うことや立法の不備を指摘するといっ
た課題のために、専門家による委員会を設置することも定
めている。
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法案の作成
作成された草案は、意見聴取手続きに送られる。意見聴
取手続きは、998 年９月から 999 年３月までであった。
意見聴取手続きで得られた意見等をもとにして連邦議会
に送る法案が作成される。意見聴取手続きでは、遺伝子検
査に関する連邦法の制定には大多数が賛成し、提案された
内容にも全体として大多数が支持した。ただし、個別には
草案への反対意見や対立があった。以下では、意見聴取手
続きで問題となった点と、草案から法案を作成する際に変
更された点のうち主なものを取り上げて説明する。
医療領域における遺伝子検査では、出生前検査について
問題となり、出生前検査に関する規定には大多数が同意し
たが、出生前に行われる遺伝子検査と超音波検査の二つが
草案では区別されていないことに、再検討を求める意見が
出された。この結果、草案では「妊娠期間中に胎児又は胚
の遺伝形質に関する情報を得ることを目的とした検査」と
いうだけであった出生前検査の定義が、法案では「出生前
遺伝子検査及び出生前リスク解明」と変更され、出生前検
査の下位概念として「出生前遺伝子検査」と「出生前リス
ク解明」が置かれた。出生前リスク解明とは、胎児の遺伝
子異常の徴候の検査と、超音波検査等の画像撮影法による
検査のことである。したがって、超音波検査のような出生
前検査についても遺伝子検査法で明確に規定されること
になった。
労働領域では、職業病や事故の防止のための発症前検査
の禁止を求める意見が出されている。また保険領域でも、
保険組織が過去の発症前検査の結果を問い合わせる権利
について批判があった。これについては、情報の対称性の
観点から過去の検査の遺伝子データへの自由なアクセス
を求める意見と、保険契約における差別からの保護のため
に遺伝子データへのアクセスの例外のない禁止を求める
意見が出されている。
また、個人の同定の領域において、刑事法領域と行方不
明者の同定のための遺伝子検査の利用が草案にはあった
が、法案では削除された。これらの遺伝子検査については、
この法案作成時点で、DNA 型鑑定法が議会で審議中であ
り、DNA 型鑑定法の中で定められることになったためで
ある。
３．２　連邦議会における議論
遺伝子検査法案は、2002 年９月  日付けで作成され
教書とともに、連邦議会に送られた。まず国民議会の委員
会で審議された後に、国民議会本会議で議論が開始され
た。その後、国民議会と全州議会の議論の中で修正が加え
られ、2004 年 0 月８日に成立した。ここでは連邦議会
の議論の中で行われた重要と思われる修正や提案を見て
いきたい。
① 2004 年３月 11 日の国民議会本会議
法案の審議に入ることには、全会派が賛成した。そして、
この日と翌週の３月 8 日では、個々の条項についての議
論が行われた。この日は、出生前遺伝子検査を禁止する提
案が出され、採決が行われている。
EDU のマルクス・ヴェフラー（Markus Wa・・fler）は、
遺伝子検査法案１条３項（「この法律が別に定めていない
限り、この法律は研究目的の遺伝子検査には適用されな
い」）を削除することと、１条４項として「胎児及び体外
の胚の出生前遺伝子検査は禁止する」という条項を新設す
ることを提案した 2）。EDU は、キリスト教を背景とした
保守派の政党で、人工妊娠中絶や胚の研究利用などには強
く反対する。
法案１条３項を削除する提案の理由は、研究目的の遺伝
子検査もこの法律の規制の下に置きグレーゾーンをなく
すことであった。この提案には、現在新たな法律が準備さ
れているという反論が出ており、提案は大差で否決され
た。
法案１条４項を新設し、出生前遺伝子検査を禁止する提
案の理由について、ヴェフラーは次のようなことを述べて
いる。出生前遺伝子検査は、生きる価値のある生命と生き
る価値のない生命とを区別することになり、この検査の意
図は、胎児の遺伝子の欠陥、発達異常等を検査し、異常の
ある検査結果が出た場合には、可能な限り出生以前に処分
することである。また、胎児の異常が判明したときに、妊
娠した女性には妊娠中絶への心理的な圧力がかかること
があることも、ヴェフラーは指摘している 22）。この提案
に対して、このような検査が今日ではすでに定着してお
り、もし検査が禁止されることになったら、遺伝性疾患の
検査が実施できないことになり、両親の望みにかかわら
スイスの遺伝子検査法
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ず、遺伝的又はその他の理由による重い障害をもった子ど
もが生まれてくることを多数のスイス人に強いることに
なるという反論がなされている 23）。
そして、出生前遺伝子検査を禁止するというヴェフラー
による提案は、賛成 2、反対 34 で否決された。
② 2004 年３月 18 日の国民議会本会議
この日は、３月  日の議論の続きが行われた。この日
の議論の中で重要なものは、出生前検査に関する条文（法
案 5 条から  条まで）の変更と、保険領域における遺
伝子検査の扱いについての議論である。
法案 5 条は、出生前遺伝子検査の遺伝相談について
定めているが、この法案 5 条 4 項「女性の夫又はパー
トナーは、女性が了承している限りで（sofern sie damit 
einverstanden ist）、遺伝相談に含まれなければならない」
という条文に対して、委員会は「女性の夫又はパートナー
は、可能な限り（nach Mo・・glichkeit）、遺伝相談に含まれ
なければならない」に変更することを提案し、この委員会
の提案が採択された 24）。連邦参事会の作成した法案では、
夫やパートナーが遺伝相談へ参入するためには、女性の了
承が必要であった。委員会の提案の意図は、女性の夫や
パートナーが遺伝相談に参入することをより強く促すこ
とである 25）。
さらに、法案  条で定められている「出生前検査の
ための情報所（Informationsstellen）」について、「出
生前検査のための情報及び相談所（Informations- und 
Beratungsstellen）」に改め、法案 5 条と  条でこの機
関に言及している条文もすべて同様に改める提案が委員
会から出されている 2）。法案  条に関して、もとの条
文と、委員会で提案された修正はそれぞれ以下のとおりで
ある。
（連邦参事会による法案）
法案  条　出生前検査のための情報所
１　カントンは、必要な専門知識をもつ職員を配置し
た、出生前検査のための独立した情報所が設置され
ることに配慮する。
２　カントンは、この機関を共同で設置することがで
き、又はその任務を公認の妊娠相談所に委託するこ
とができる。
３　この機関は、出生前検査に関して、一般的な仕方で
情報を提供し、要望により、障害をもつ子の親の団
体又は自助グループへの接触を仲介する。
（国民議会の委員会による修正の提案）
法案  条　出生前検査のための情報及び相談所
１　カントンは、必要な専門知識をもつ職員を配置し
た、出生前検査のための独立した情報及び相談所が
設置されることに配慮する。
２　（法案に同意）
３　この機関は、出生前検査に関して、情報を提供し、
相談を受け、要望により、障害をもつ子の親の団体
又は自助グループへの接触を仲介する。
法案条のタイトルと１項及び３項が修正されており、
この機関が相談についても行うというものになっており、
さらに３項では、法案には存在した「一般的な仕方で」と
いう言葉が、委員会による提案では削除されている。親に
なる者に対して、一般的な説明だけではなく、出生前検査
にともなう社会心理的な側面のケアをする独立した相談
（カウンセリング）の提供を表現することが、委員会の提
案の意図であった 2）。なお、この情報・相談所で行われ
る相談は、法案 4 条と 5 条で定められている遺伝相談
とは別のものである。そして、委員会ではこの提案は賛成
20、反対０で採択されており、本会議でも反対なく採択
された。この変更は、後に全州議会との不一致を生む。
この日もっとも激しく議論された条項が、保険領域にお
ける遺伝子検査について定めた、法案 2 条である。この
条項に関する議論は少し詳しく見ておきたい 28）。
連邦参事会の作成した法案 2 条は以下のとおりであっ
た。
法案 2 条　調査の禁止
１　保険組織は、次の保険の申請者から、過去の発症前
遺伝子検査若しくは出生前遺伝子検査又は家族計
画のための検査の結果の開示を要求してはならず、
検査結果を利用してはならない、
ａ．社会保険法の総則に関する 2000 年 0 月６日
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の連邦法が、全部又は部分的に適用される保
険、
ｂ．強制加入及び任意加入の領域の職業上の年金、
ｃ．病気の場合又は出産の際の賃金の支払い継続義
務に関する保険、
ｄ．最高で 400,000 スイスフランの保険金となる
生命保険、
ｅ．最高で 40,000 スイスフランの年金となる任意
の障害保険。
２　複数の生命保険又は障害保険の契約を結んでいる
場合は、第１項ｄ又はｅによる最高額が契約全体に
有効である。申請者は、保険組織に相応の情報を提
供しなければならない。
この条項に対して、委員会から多数派の提案と、二つの
少数派の提案が出ている。まず、委員会の多数派の提案は、
2 条１項ではａからｅを削除し、2 条２項もすべて削除
し、さらに私保険について「過去の発症前遺伝子検査の結
果の容認される調査」を定めた 28 条もすべて削除すると
いうものであった。つまり、2 条と 28 条の条文のうち、
2 条の「保険組織は、保険の申請者から、過去の発症前
遺伝子検査若しくは出生前遺伝子検査又は家族計画のた
めの検査の結果の開示を要求してはならず、検査結果を利
用してはならない」という条文のみを残して、それ以外を
削除するという提案である。これは、保険領域における遺
伝子検査について、保険組織が過去の遺伝子検査の結果の
開示を求めたり、検査結果を利用したりすることを一切禁
止しようとするものである。
委員会の少数派の提案のうち一つめは、2 条１項ｄで
定められた保険金額を 250,000 スイスフランに引き下げ、
2 条１項ｅで定められた年金額も 25,000 スイスフラン
に引き下げ、それ以外は法案の条文にしたがうというもの
である。委員会の少数派の提案のうち二つめは、法案の条
文を変更せずに同意するというものである。これらの二つ
の少数派の提案は、国民党と自由民主党の議員から出され
ている。
委員会の多数派の提案は、保険に加入しようとする者
が、遺伝子検査の結果の開示や利用によって保険契約や保
険料で差別的な扱いを受けることを懸念したもので、本会
議では社会民主党のヨスト・グロス（Jost Gross）や、緑
の党のマヤ・グラーフ（Maya Graf）ら左派政党の議員が
そういった意見を述べている。連邦参事会の法案や委員会
の少数派の提案は、保険組織と保険加入者との間の情報の
対称性という観点から、保険組織は遺伝子検査の結果の開
示を求めることや利用することを容認すべきというもの
で、国民党、自由民主党、キリスト教民主国民党の議員が
賛成意見を述べている。
採決は二回に分けて行われ、少数派の提案のうち、額を
引き下げるという提案は採択されず、連邦参事会の法案に
したがうという提案がまず採択された。その後、連邦参事
会の法案にしたがうという提案と、委員会の多数派の提案
との間で採決が行われた。結果は、連邦参事会の法案にし
たがうという提案が 9 票、委員会の多数派の提案は 9
票となり、保険領域における遺伝子検査について、一定の
制限を設けて、保険組織が検査結果の開示を求めることや
利用を容認することになった。また、法案 28 条について
も削除されず、若干の修正をされたものが採択されてい
る。
29 条以降の条項では対立はなく、ほぼ法案にしたがっ
て採択されている。そして、遺伝子検査法案全体の採決が
最後に行われており、賛成 3、反対２であった。
③ 2004 年６月 16 日の全州議会本会議
全州議会では、いくつかの条項について国民議会で採択
された案から変更が加えられた。その中で、全州議会と国
民議会との間で大きな不一致が見られたのが、法案  条
である。
先に述べたことであるが、国民議会では、法案  条で
定められた「出生前診断のための情報所」を「出生前診断
のための情報及び相談所」に変更する案が採択されてい
た。この変更の意図は、出生前診断の情報を提供するだけ
でなく、出生前診断を受けた女性らの心理的なケアを行う
ために相談も引き受ける機関にするということであった。
全州議会の委員会の多数派は、法案  条１項及び２項
は、国民議会で採択されたとおりにして、３項では「一般
的な仕方で」という言葉を追加する提案であった。このよ
うに委員会の多数派は、ほぼ国民議会に従う提案をしてい
た。しかし、委員会の少数派は、連邦参事会の作成した法
スイスの遺伝子検査法
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案どおりに戻す提案をした。つまり、委員会の少数派は、
この機関の役割を情報の提供のみにして、相談について
は行わないものにすることを提案した。そして、全州議会
の本会議での採決では、委員会の多数派の提案への賛成が
 票、少数派の提案への賛成が 2 票で、委員会とは逆
に少数派の提案が採択された。
キリスト教民主国民党のペーター・ビエリ（Peter 
Bieri）は、委員会の多数派の提案を次のように批判して
いる 29）。相談というのは、相応の専門的な知識を要する
医学的な行為であるのだが、国民議会は、この公的な機関
に、高度に専門的な範囲で相談を実施する権限を与えると
同時に、 条２項では、公認の妊娠相談所に、この任務
を委託することができるとしている。こういったことはう
まくいかず、結局はカントンが医学的な専門の相談機関の
費用も支出することになる。また、「一般的な仕方で」と
いう言葉を挿入することによって、この公的な機関への過
大な要求を回避することができると、委員会の多数派が考
えているならば、それはさらなる誤りを犯している。出生
前診断の前後の難しい状況では、相談は個人的にのみ行う
ことができるものだからである。そして、ビエリは、情報
の提供を受けた後、相談を必要とする者は、相応の専門的
な機関で医師が行うケアを受けるべきで、それは私的なレ
ベルで個人的に行われるべきであると述べる。ビエリは、
相談とは専門の医師によって行われるものであるので、そ
うすると、相談所を運営するカントンに余分な費用を負担
させてしまうことを指摘しているのである 30）。
この対立は、出生前検査のための相談が必要かどうかと
いう対立ではなく、その任務を連邦法によってカントンに
担わせるべきかどうかという対立で、連邦によるカントン
の任務への関与のあり方というスイス特有の問題を示し
ている。しかし、連邦法によって一律に公的な相談の必要
性を定めるかどうかは、出生前検査が広く普及している中
で、その出生前検査を受ける女性や夫婦の心理的なケアの
必要性を、連邦がどこまで認めるかという問題にかかわ
る。
法案 2 条については、再び、保険領域における遺伝子
検査について、保険組織が過去の遺伝子検査の結果の開示
を求めたり、検査結果を利用したりすることを禁止する提
案が出されている。これは社会民主党のアニタ・フェッツ
（Anita Fetz）らの委員会の少数派の提案であった。委員
会の多数派は、国民議会に従う提案をしている。採決の結
果、委員会の多数派の提案への賛成が 32 票、フェッツら
による少数派の提案への賛成が９票で、国民議会で採択さ
れたとおり、一定の制約の下で保険組織が過去の遺伝子検
査の結果の開示を求め、検査結果を利用することが容認さ
れた。
そして、遺伝子検査法案の審議の最後に、法案全体につ
いての採決が行われ、賛成 3、反対０であった。
④ 2004 年９月 20 日の国民議会本会議
この日の国民議会では、全州議会で修正された法案の条
項の中で、 条の「出生前検査のための情報所」か「出
生前検査のための情報及び相談所」のどちらにするかとい
う問題以外は、すべて全州議会の決定に従う形になった。
（正確には、法案の 5 条２項、 条ｄ、 条のタイトル、
 条１項及び３項に「出生前検査のための情報（及び相談）
所」にかかわる文言がある。したがって、これ以外の条項
については両院で一致した。）
国民議会の委員会の多数派は、前回の国民議会で採択さ
れた条文を保持することを提案し、少数派は、全州議会の
決定に従うことを提案した。本会議では、キリスト教民主
国民党、緑の党、社会民主党の各議員が、公的な機関によっ
て相談所が担われることの重要性と、その機関はすでにカ
ントンに設置されている妊娠相談所に委託することがで
きるため、カントンによる多額の費用負担は不要であるこ
とを改めて説いている。そして、採決の結果は、委員会の
多数派の提案への賛成が 83 票、委員会の少数派の提案へ
の賛成が  票であった。
このように、国民議会では法案  条及び関連する条項
に関して、「出生前検査のための情報及び相談所」とする
提案が再び可決され、前回の国民議会の決定を保持するこ
とになった。
⑤ 2004 年 10 月４日の全州議会本会議
全州議会では、法案  条と、それに関連する条項につ
いて国民議会との妥協点を探ることになった。全州議会の
委員会は、法案  条３項を国民議会で採択されている条
文に「一般的な仕方で」という語句を挿入し、「この機関は、
3
出生前検査に関して、一般的な仕方で情報を提供し、相談
を受け……」という文言に変更することを提案し、 条
３項以外は国民議会に従うことを提案した。クリスティア
ネ・ランゲンベルガー（Christiane Langenberger）はこ
の提案について、次のように述べている。
この点が唯一の相違であるため、我々は合意できる表現
を求めることした。ペーター・ビエリは、 条３項に、
連邦参事会の表現を部分的に借用し、「この機関は、一
般的な仕方で情報を提供し、相談を受ける」とすること
を提案した。これにより、通常の情報以上のものを提供
できるが、カントンに過大な要求をすることもない。国
民議会もこの妥協策に同意することに期待しつつ、あな
たがたがこの妥協策に賛成することを求める。この些細
な問題のために、我々が一致できないことがあれば、そ
れはばかげたことだ。
そ し て、 連 邦 参 事 会 の ク リ ス ト フ・ ブ ロ ヒ ャ ー
（Christoph Blocher）も、この提案に賛成すると述べてい
る。こうして、全州議会ではこの案が採択され、出生前検
査に関する相談を行うための独立した公的な機関が容認
されることになった。
⑥ 2004 年 10 月５日の国民議会本会議
国民議会でも、「一般的な仕方で」という文言が挿入さ
れた法案  条３項の妥協策ついて、全州議会の決定に従
うことが採択された。これによって国民議会と全州議会の
相違点はすべて解消された。
⑦ 2004 年 10 月８日の最終投票
両院での相違点が解消され、2004 年 0 月８日に最終
投票が行われた。全州議会では全会一致（賛成 42、反対・
棄権０）で可決された。国民議会では、表のとおり、賛成
9、反対９（なお、棄権は０であった）で可決された。
こうして、遺伝子検査法が成立した。
表４　最終投票における国民議会の各会派の態度
会派 賛成 反対
国民党 48 ３
社会民主党 4 ０
自由民主党 34 ０
キリスト教民主国民党 25 ０
緑の党 3 ０
EVP/EDU  ０ ５
無所属  ３ １
合計 9 ９
なお、国民議会での会派のうち EVP/EDU の会派が反
対にまわっている。これは、2004 年３月  日の国民議
会におけるヴェフラーの発言にあるとおり、遺伝子検査法
が出生前遺伝子検査を容認していることに反対している
ためである考えられる。社会民主党、緑の党を中心として
構成されているそれぞれの会派は、法案の審議の中で提案
した保険領域における遺伝子検査を一切禁止する案が認
められなかったが、遺伝子検査法案の最終投票では、全員
が賛成票を投じている。
３．３　成立から施行まで
遺伝子検査法のレファレンダム期限は、2005 年１月
2 日であったが、レファレンダムは行われなかった。遺
伝子検査法は、連邦参事会によって制定された二つの命令
と、連邦内務省によって定められた一つの命令とともに、
200 年４月１日から施行された。
成立から施行までの間に制定された命令は、「人の遺伝
子検査に関する命令（GUMV）3）」「民事及び行政領域に
おける DNA 型鑑定に関する命令（VDZV）32）」「人の遺
伝子検査に関する連邦内務省の命令（GUMV-EDI）33）」
の三つである。それぞれについて、簡単に解説しておく。
「人の遺伝子検査に関する命令」は、遺伝子検査法８条
２項及び３項ｂ、2 条４項、35 条１項に基づいており、
人の細胞遺伝学的検査、分子遺伝学的検査、集団検査の実
施のための認可付与の条件と手続きについて定めている。
また、人の遺伝子検査のための専門家委員会の組織構成に
ついても定めている。（この命令は全体で７章 39 条から
なり、１章「総則」、２章「細胞遺伝学的及び分子遺伝学
的検査の実施」、３章「集団検査の実施」、４章「情報」（情
報公開）、５章「手数料」、６章「専門家委員会」、７章「最
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終規定」となっている。）
「民事及び行政領域における DNA 型鑑定に関する命令」
は、遺伝子検査法８条４項に基づく。遺伝子検査法８条４
項では、連邦参事会が、DNA 型鑑定を実施できる実験施
設の承認、監督の条件、手続きを定めるとされている。遺
伝子検査法による DNA 型鑑定とは、遺伝子検査法 3 条
から 34 条までで定められた民事手続き、行政手続き、官
庁の手続き以外の出自の解明に関するものである。そし
て、「民事及び行政領域における DNA 型鑑定に関する命
令」は、これらの DNA 型鑑定を行う実験施設の承認の条
件と手続き、承認された実験施設の果たす義務、監督につ
いて定めている 34）。
「人の遺伝子検査に関する連邦内務省の命令」は、先に
あげた「人の遺伝子検査に関する命令」の  条２項に基
づいており、様々な分子遺伝学的検査の中で、実験施設の
長に対してそれぞれの検査を行うに足る必要な専門家の
称号について定めている。
４．遺伝子検査法の概要
本稿の冒頭で述べたとおり、遺伝子検査法の解説が発表
されているため、本稿での解説はごく簡単なものにとどめ
る（特に、罰則と最終規定については、解説を省略してい
る）。ただし、出生前検査に関する規定については、少し
詳しく見ておくことにする。
４．１　遺伝子検査法の構成
遺伝子検査法は全体で 0 章 44 条から構成されている。
各章で定められている内容については以下のとおりであ
る。この中で３章から７章が、遺伝子検査が利用される各
領域での具体的な規定となっている。
第１章　適用領域、目的及び定義（第１条～第３条）
第２章　遺伝子検査に関する一般的原則（第４条～第９
条）
第３章　医療領域における遺伝子検査（第 0 条～第 20
条）
第４章　労働領域における遺伝子検査（第 2 条～第 25
条）
第５章　保険領域における遺伝子検査（第 2 条～第 28
条）
第６章　賠償義務領域における遺伝子検査（第 29 条～
第 30 条）
第７章　出自の解明又は同定のための DNA 型鑑定（第
3 条～第 34 条）
第８章　人の遺伝子検査のための専門家委員会（第 35
条）
第９章　罰則（第 3 条～第 4 条）
第 0 章　最終規定（第 42 条～第 44 条）
４．２　適用領域
遺伝子検査法１条は、適用領域について定めている。遺
伝子検査法の適用領域は、医療領域、労働領域、保険領域、
賠償義務領域の遺伝子検査と、出自の解明又は個人の同定
のための DNA 型鑑定である。ただし、DNA 型鑑定のう
ち、刑事手続き及び未知の者又は行方不明者の同定のため
の DNA 型鑑定の利用には、DNA 型鑑定法が適用される
（遺伝子検査法１条２項）。また、研究目的の遺伝子検査に
は、遺伝子検査法が別途定めていない限り適用されない。
遺伝子検査法に関して、研究目的の遺伝子検査にかかわる
条項としては例えば 20 条で、採取された試料を研究に転
用する場合の条件が定められている。
その他に、遺伝子検査法が適用されない遺伝子検査につ
いて、教書をもとに記しておく。遺伝子検査法は「人の遺
伝子検査」について定めており、この場合の「人」とは、胚、
胎児、生きている人のことであり、発掘された人骨につい
て行われるような考古学的研究の枠内の DNA 型の検査に
は適用されない 35）。また、「遺伝子検査」とは、「人の遺
伝形質について、遺伝的な又は胚の段階で獲得される性
質を解明するための細胞遺伝学的及び分子遺伝学的検査」
（遺伝子検査法３条ａ）である。それゆえ、特定の細胞に
おいて人の生存の段階で生じる遺伝形質の病理学的な変
化―例えば、DNA レベルの変化が起こるガンのような
疾患―の検査については、この法律の適用外である。イ
ンフルエンザのような伝染病について、患者から採取した
病原体の診断のために行う DNA 型の解析についても適用
外である 3）。
遺伝子検査法２条は、この法律の目的であるが、２条ａ
39
及びｂで定められている、人間の尊厳と人格性の保護、遺
伝子検査と遺伝子データの濫用の防止は、すでに述べたと
おり、連邦憲法 9 条１項及び２項に規定されている。
遺伝子検査法３条では、この法律における定義がなされ
ている。このうち、出生前検査について述べておきたい。
出生前検査は、この法律では「出生前遺伝子検査」と「出
生前リスク解明」とを含む概念である（遺伝子検査法３条
ｅ）。「出生前遺伝子検査」は、「胚又は胎児の遺伝形質の
性質の解明のための妊娠期間中の遺伝子検査」（遺伝子検
査法３条ｆ）と定義されている。例えば、染色体を分析す
る場合や神経管不全の発見のために行われる、絨毛検査や
羊水穿刺などが出生前遺伝子検査に含まれる 3）。しかし、
母体外の胚の遺伝子検査は対象外であり、着床前診断は生
殖医療法で規制される。また、「出生前リスク解明」は、「胚
又は胎児の遺伝子異常のリスクを指摘する検査、及び画
像撮影法による胚又は胎児の検査」（遺伝子検査法３条ｇ）
と定義されている。つまり、出生前リスク解明には、胎児
の特定の染色体異常の徴候を母体の血液から得るための
トリプルマーカー検査や、その他に超音波検査のような画
像撮影法による検査も含まれる 38）。
４．３　遺伝子検査に関する一般的原則
遺伝子検査法４条から９条で、一般的原則として、差別
の禁止、同意、知らないでいる権利、遺伝子データの保護、
認可、体外診断用医薬品について定められている。以下で
は４条から６条について簡単に説明しておく。
遺伝子検査法４条の差別の禁止は、連邦憲法８条の一般
的な差別の禁止に関する規定を、遺伝子検査の領域におい
て具体的に定めたものである 39）。
遺伝子検査法５条は、同意についての規定である。同意
についても、連邦憲法 9 条２項ｆで「人の遺伝形質は、
本人が同意する場合又は法律が規定する場合にのみ、検査
し、記録し、又は開示することができる」と定められてい
る。判断能力がある者は、遺伝子検査を実施するかどうか
を自ら決定し、判断能力のない者については、法定代理人
が同意を行う（遺伝子検査法５条１項及び２項）。しかし、
同意の必要性は、遺伝子検査法 32 条１項による裁判所の
命令がある場合や、DNA 型鑑定法による犯罪捜査の場合
など、遺伝子検査法やその他の連邦法による例外がある。
遺伝子検査法６条の「知らないでいる権利」とは、自ら
の遺伝形質に関する情報を知ることを拒否する権利のこ
とである。この権利は、遺伝子検査法 32 条及び 33 条に
より裁判所又は官庁によって求められた検査が問題にな
る場合以外に認められる 40）。また、遺伝子検査法 8 条
２項が留保されている。
４．４　医療領域における遺伝子検査
医療領域における遺伝子検査として、発症前遺伝子検
査、出生前遺伝子検査、出生前リスク解明、集団検査など
が遺伝子検査法 0 条から 20 条で定められている。この
うち、出生前遺伝子検査、出生前リスク解明に関して、そ
の手続き、遺伝相談などの規定を、連邦参事会による解説
を参照しながら、関連する条項ごとに詳しく見ておくこと
にする。
出生前検査（遺伝子検査法 11 条）
遺伝子検査法  条にいう出生前検査は、遺伝子検査法
３条ｅの定義のとおり、出生前遺伝子検査と出生前リスク
解明の両方を含む。出生前検査は、健康への害から子ども
を守るための予防措置や治療を適切な時期にとることに
役立つが、診断可能な障害や疾患に比べて、治療できる障
害や疾患の数が少ない。そのために、妊娠中絶を導くこと
もあり、出生前検査には倫理的な問題が生じる。
遺伝子検査法  条では、胚又は胎児の健康を直接的に
妨げることのない性質を確認すること、疾患の診断以外の
目的で性別を確認することを目的として出生前検査を行
うことが禁止されている。したがって、親の単なる希望に
よる胎児の性質や性別の選別は禁止される。また、超音波
検査等で胎児の性別を確認することは通例行われている
ことだと思うが、これについては、連邦参事会によれば、
「熟練した医師は、超音波検査によって、胎児の性別を特
別な意図なしに確認することができる。この場合には、遺
伝子検査法  条は通用しない。ただし、胎児の性別に関
する情報が親に中絶を誘発させる危険性がある場合には、
この条項の意味と目的により、医師は妊娠している女性に
性別を伝えてはならない。4）」ということである。つまり、
中絶を誘発するような場合以外であれば、通例行われてい
る超音波検査により胎児の性別を確認することと、それを
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妊娠している女性に伝えることは容認される。
遺伝相談（遺伝子検査法 14 条及び 15 条）
出生前検査のうち、出生前遺伝子検査の場合には、遺伝
相談が伴われなければならない。遺伝相談については、出
生前遺伝子検査の他に、発症前遺伝子検査と家族計画のた
めの検査も含めた「遺伝相談一般」についての規定が、遺
伝子検査法 4 条にあり、さらに、「出生前遺伝子検査の
ための遺伝相談」についての規定が、遺伝子検査法 5 条
にある。
遺伝子検査法 4 条の遺伝相談一般では、発症前遺伝子
検査、出生前遺伝子検査、家族計画のための検査を行う場
合には、その実施の前と後に、非指示的で専門的な相談が
伴われなければならないこと、そして相談の会話が記録さ
れることがまず定められている（遺伝子検査法4条１項）。
この相談においては本人の個人的な状況と家族の状況の
みを考慮し、社会的な利益 42）を考慮してはならないこと
（遺伝子検査法 4 条２項）、相談において提供されるべき
情報は、検査の目的、検査に伴うリスク、検査によって明
らかになる障害の意味と治療的措置等であることが定め
られている（遺伝子検査法 4 条３項）。
出生前遺伝子検査は、遺伝子検査法 4 条に加えて、5
条の規定も考慮されなければならない。遺伝子検査法 5
条では、出生前遺伝子検査において行われるべき遺伝相談
の内容、手続きが決められている。遺伝子検査法 5 条１
項では、出生前遺伝子検査の前と後に自己決定権について
説明を受けることが定められている。また、提案された出
生前遺伝子検査が、治療法も予防法もない疾患や障害を確
認することになる場合には、そのことを予め女性に知らせ
なければならない。ここでは、検査結果によっては妊娠中
絶の実施が問われうることと、妊娠中絶の方法についても
女性に伝えられる 43）。それに加えて、「出生前検査のため
の情報及び相談所」があることも女性に知らせなければな
らない（遺伝子検査法 5 条２項）。
出生前遺伝子検査によって重篤な障害が確認された場
合には、女性は妊娠中絶とは別の手段について説明を受け
なければならない。特に、障害をもつ子の親の団体や自助
グループと連絡を取ることができることも知らされなけ
ればならない（遺伝子検査法 5 条３項）。同じ障害をも
つ子どもの家族と連絡を取ることで、障害をもった子を受
け入れるという選択肢がより具体的になり、支援を受け、
誕生までの最適の準備をすることができるということを
意図した規定である 44）。
また、出生前遺伝子検査のための遺伝相談には、女性の
配偶者又はパートナーも可能な限り含まれなければなら
ない（遺伝子検査法 5 条４項）。なお、法案の段階では、
配偶者又はパートナーの参加は、「女性が了承している限
りで」となっていたが、連邦議会における審議の中で、配
偶者又はパートナーの参加をより強く促すために「可能な
限り」という文言になった。
なお、遺伝子検査法 35 条２項ｆで、人の遺伝子検査の
ための専門家委員会の任務として、遺伝相談及び出生前リ
スク解明の際の説明のための勧告を行うことがあげられ
ている。
出生前リスク解明の際の説明（遺伝子検査法 16 条）
出生前検査のうち出生前リスク解明には、遺伝子検査法
4 条及び 5 条による遺伝相談は指示されていない。た
だし、遺伝子検査法  条において、出生前リスク解明の
際に求められる説明が定められている。検査の目的、有効
性、予期しない検査結果の可能性、起こりうる継続検査と
継続的な介入、情報及び相談所が説明に含まれなければな
らない。起こりうる継続検査と継続的な介入とは、出生前
リスク解明が胎児の遺伝子異常のリスクの徴候を検査す
るものであるから、その検査で高いリスクが判明した場合
に、続いて行われる出生前遺伝子検査等のことである。な
お、情報及び相談所とは、遺伝子検査法  条に定められ
ている機関である。情報及び相談所は、法案においては、
出生前リスク解明の際に求められる説明の中には入って
いなかったが、法案の審議の中で追加された。
出生前検査のための情報及び相談所（遺伝子検査法 17 条）
遺伝子検査法  条は、制定の経緯で述べたとおり、連
邦議会における法案の審議の際に国民議会と全州議会と
の間で対立があり、最終的に全州議会が妥協することに
よって決着した条項である。
遺伝子検査法  条３項によると、出生前検査のための
情報及び相談所は、出生前検査に関して、一般的な仕方で
4
情報の提供と相談を行い、要望により、障害をもつ子の親
の団体や自助グループへの連絡を仲介する役割を担う。こ
の役割だけでは、遺伝子検査法 5 条による出生前遺伝子
検査の遺伝相談との差異が明確ではないだろう。
遺伝子検査法 4 条及び 5 条による遺伝相談は、専門
医の監督のもとで行われるもので、遺伝子データの医学的
解釈が問題にされる 45）。つまり、遺伝相談は、出生前遺
伝子検査等を実施する際の手続きの一つとして義務化さ
れており、検査の方法、リスク、結果の解釈等の説明が主
体となる。それに対して、遺伝子検査法  条による出生
前診断のための情報及び相談所は、カントンによって設置
されるもので、遺伝子検査を行う医療機関からは独立した
機関である。そして、出生前検査によって生じた状況に応
じて、情報とともに相談を受けることができる。また、出
生前遺伝子検査については、遺伝子検査法 4 条及び 5
条によって遺伝相談は義務化されているが、出生前リスク
解明については、遺伝相談は義務化されていない。出生前
リスク解明の際の説明では、遺伝子検査法  条による出
生前検査のための情報及び相談所について知らされるこ
とになっており、必要があれば、検査を受けた女性又は夫
婦はこの機関を利用することができる。
遺伝子検査法  条２項によれば、出生前検査のため
の情報及び相談所は、カントンが共同で設置することが
でき、又は公認の妊娠相談所に任務を委託することがで
きる。妊娠相談所とは、「妊娠相談所に関する連邦法 4）」
（98 年 0 月９日制定、984 年１月１日施行）（以下、
妊娠相談所法）で定められているもので、この法律によれ
ば、妊娠に関与する者は無償の相談と支援を要求すること
ができ、妊娠中に得られる支援、そして妊娠中絶、避妊に
ついて説明を受けることができる（妊娠相談所法１条１項
及び２項）。また、カントンがこの機関を設置することが
定められている（妊娠相談所法１条３項）4）。このように、
相談は無償で提供されることになっているために、法案の
審議において、特に全州議会で、カントンへの余計な財政
的負担になるという批判があった。
遺伝子検査法  条３項では、出生前検査のための情報
の提供と相談のあり方が定められている。条文では、「こ
の機関は、出生前検査に関して、一般的な仕方で情報を提
供し、相談を受け、要望により、障害をもつ子どもの親
の団体又は自助グループへの接触を仲介する」となって
いる。「一般的な仕方で」という語句を付け加えることで、
全州議会は、この機関が、情報提供だけでなく、相談も受
けることを容認したのであるが、「一般的な仕方で」とい
う語句は、個人的な相談を受けないというわけではなく、
専門医による治療的な相談（カウンセリング）までは行わ
ないという程度の意味であると考えられる。一般的な仕方
で提供される情報として、診断可能な異常の頻度と種類、
検査の種類、リスク、費用等の他に、連邦参事会は、法案
についての解説において、「提供される情報が一般的な性
格であるとしても、当事者が茫然自失の状態や不安から、
より個人的で詳細な質問をすることを排除してはならな
い」とも述べていたからである 48）。そのために、遺伝子
検査法  条１項では、必要な専門的知識をもつ職員を配
置することが定められている。また、障害をもつ子どもの
親の団体又は自助グループのことを知らせることは、遺伝
子検査法 5 条による遺伝相談でも行われるが、その団体
又はグループへの接触を仲介することまでは行う必要は
ない。この任務は、出生前検査のための情報及び相談所が
行う（遺伝子検査法  条３項）。
４．５　労働、保険、賠償義務領域における遺伝子検査
労働領域における遺伝子検査については、遺伝子検査
法 2 条から 25 条で定められている。まず、遺伝子検査
法 2 条の原則では、雇用関係の発生時や雇用関係の継続
期間中に、雇用者が、発症前遺伝子検査を要求すること、
過去の発症前遺伝子検査の結果の開示を求めること、その
結果を利用すること等の禁止が謳われている。ただし、例
外として、職業病及び事故の防止のために、雇用関係の発
生時や雇用関係の継続期間中に発症前遺伝子検査を指示
することが容認されている（遺伝子検査法 22 条）。また、
この場合に行われる発症前遺伝子検査にも、遺伝子検査法
4 条による遺伝相談が実施されなければならない（遺伝
子検査法 23 条２項）。
保険領域における遺伝子検査は、遺伝子検査法 2 条か
ら 28 条で定められている。まず、保険関係の確立の条件
として、保険組織が、発症前遺伝子検査、出生前遺伝子検
査を要求することは禁止されている（遺伝子検査法2条）。
しかし、発症前遺伝子検査、出生前遺伝子検査、家族計
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画のための検査を、保険申請者が過去に受けている場合に
は、保険組織がその検査結果の開示を求め、検査結果を利
用することが部分的に容認されている。検査結果の開示を
求めることと利用することが禁止されているのは、社会保
険法の総則に関する連邦法が適用される保険、職業上の年
金、病気又は出産の際の賃金支払い継続義務に関する保
険、保険金額が 40 万スイスフランまでの生命保険、４万
スイスフランまでの年金の任意の障害保険であり、これ以
外に関しては容認される（遺伝子検査法 2 条１項）。
なお、保険金や年金について、上限額を設けて遺伝子
検査の利用を禁止する規定は、2009 年に成立したドイツ
の遺伝子診断法 49）も同様である。ドイツの遺伝子診断法
8 条では、30 万ユーロ以上の保険金、又は３万ユーロ以
上の年金の給付が決められている生命保険、就業不能補償
保険等の場合には、過去の遺伝子検査の結果の開示の要求
や利用の禁止は適用されない。また、オーストリアの遺伝
子技術法  条では、雇用者及び保険者が、被雇用者、求
職者又は保険契約者の遺伝子検査の結果を調査、要求、受
領、利用することを禁止している 50）。
賠償義務領域における遺伝子検査に関する規定は、遺伝
子検査法 29 条及び 30 条にある。胚の段階で受けた遺伝
形質の損傷の解明が問題になる場合を除いては、損害額の
算定又は損害賠償の査定目的で、発症前遺伝子検査を実施
することは禁止される（遺伝子検査法 29 条１項）。また、
過去の発症前遺伝子検査、出生前遺伝子検査、家族計画の
ための検査の結果の開示を求めることも利用することも
禁止される（遺伝子検査法 29 条２項）。保険領域では自
己に有利な情報を不当に隠して保険契約をする「最期の瞬
間の契約（last minute-Vertra・・ge）5）」ということが考え
られるが、賠償義務領域では、こういった濫用は避けられ
るため、保険領域のような例外は定められていない。した
がって、損害額の算定は遺伝的素因にかかわらず平等に行
われなければならない。ただし、妊娠した女性が服用した
医薬品や、環境からの作用によって、胚や胎児の遺伝形質
の損傷が生じているのだが、出生時には疾患が発症してい
ないこともありうる 52）。この場合には、被害者の利益の
ために、損害額を査定するための発症前遺伝子検査を実施
することは容認される（遺伝子検査法 29 条１項）。遺伝
子検査法 30 条によると、疾患が存在しているかどうかが
問題になる場合には、本人の同意又は裁判所の命令によ
り、損害額の算定又は損害賠償の査定目的で遺伝子検査を
実施することができる。ただし、この遺伝子検査は、発症
前遺伝子検査ではなく、疾患の診断方法の一つとしての遺
伝子検査と理解される 53）。
４．６　出自の解明又は同定のための DNA 型鑑定
出自の解明又は同定のための DNA 型鑑定については、
遺伝子検査法 3 条から 34 条で定められている。遺伝子
検査法 3 条１項では、この領域の遺伝子検査に際しては、
性別を除いて、当事者の健康状態又は個人的な性質を究明
することを禁止するという原則が示されている。
相続請求権が主張されている場合や、相続権の前提とし
ての家族法的な関係について決定されなければならない
場合などの民事手続きにおいて、出自の解明が問題にな
る。出自の解明が問題になる場合には、必然的に、複数の
人について DNA 型鑑定が実施される。これらの人の同意
が得られず、意思に反して検査を行うには、裁判所の命令
によってのみ実施することができる（遺伝子検査法 32 条
１項）54）。
行政手続きにおける出自の解明のための DNA 型鑑定
としては、近親婚を避けることや、家族の後を追ってス
イスへ移住する場合の家族関係の証明等が考えられるが、
DNA 型鑑定が実施できるのは、他の方法では解決できな
い場合である（遺伝子検査法33条１項）。また、この場合は、
本人の同意が必要である（遺伝子検査法 33 条２項）。
官庁の手続き以外で、出自の解明のための DNA 型鑑定
を実施するには、本人の同意が必要であり、特定の人物と
の関係について判断能力のない子どもの出自の解明が行
われる場合には、その特定の人物が子どもの代理人として
同意することはできない（遺伝子検査法 34 条１項）。また、
DNA 型鑑定を実施する施設は、親子関係の発生に関する
民法典の規定を説明し、精神的社会的影響についても知ら
せなければならない（遺伝子検査法 34 条２項）。
４．７　人の遺伝子検査のための専門家委員会
遺伝子検査法 35 条が、「人の遺伝子検査のための専門
家委員会」（以下、専門家委員会）に関する規定である。
遺伝子検査法 35 条１項によると、専門家委員会の委員の
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選出は連邦参事会が行う。委員の人数と構成は、連邦参事
会による「人の遺伝子検査に関する命令」の 30 条で定め
られている。それによると、専門家委員会は７人ないし
2 人から成り、遺伝子検査を指示する医師と、医療遺伝学、
遺伝子解析、労働医学、DNA 型鑑定等の分野の専門家か
ら構成される。
専門家委員会の任務は、遺伝子検査法 35 条２項で定め
られている。遺伝子検査の質の管理の基準を作成するこ
と、特定の遺伝子検査を認可義務から除外するかどうかの
勧告を行うこと、集団検査のための利用計画の審査、遺伝
子検査の科学的発展を注視し、必要な勧告を行い、立法の
欠陥を指摘すること等が、専門家委員会の任務とされてい
る。
連邦参事会は、専門家委員会を 200 年２月に設置して
委員を任命しており、専門家委員会は 200 年６月に発足
の会合を開催している。そして、すでに複数の勧告と、立
法のための見解を公表している 55）。
おわりに
遺伝子検査法制定の根拠となる憲法規定が、98 年の
国民提案にはじまり、992 年の国民投票によって承認さ
れた。そこから具体的に遺伝子検査法制定の準備が行われ
る。そして、2004 年にようやく遺伝子検査法が制定され
た。この論文で示したかったことは、遺伝子検査法が制定
されるまでの議論の中で、どのような試みが行われていた
かということである。例えば、遺伝子検査法の連邦議会の
審議の中で、宗教的な保守派の政党から出された出生前検
査を禁止する提案や、左派の政党から出された保険領域
における遺伝子検査について調査を一切禁止する提案が
あったが、制定された条文には盛り込まれなかった。また、
出生前検査のための情報及び相談所については、独立した
相談の機会を公的に保証すべきかどうかで対立があり、最
終的にその機会が保証されることになった。このように、
条文からは見えてこない対立や論点を明らかにすること
により、どのような議論があって、スイスではそのような
選択が行われたかがわかる。また、今後の立法の方向性を
知る上でも重要である。
旧連邦憲法 24 条の９（現行の連邦憲法 9 条及び 20
条）に基づく立法の計画は、生殖医療法にはじまり、遺伝
子技術法、幹細胞研究法、そして遺伝子検査法で完了した。
今後は、連邦憲法 8b 条に基づき、体外の胚を含め、人
を対象とした研究に関する規制である人体研究法の制定
作業が進む予定である。また、生殖医療法を改正し、着床
前診断を容認する案についても、意見聴取手続きも終わ
り、連邦議会での審議が行われようとしている。これらの
立法の動向について、今後も見守って行きたい。
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3） 連邦議会での議論の内容については、次のページを参考にし
スイスの遺伝子検査法
44 福井工業高等専門学校　研究紀要　人文・社会科学　第 43 号　2009
た。
 http://www.parlament.ch/afs/data/d/gesch/989/
d_gesch_98900_20.htm（2009 年９月 30 日現在）
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5） BBl 99 I I S .45. Bundesbesch luss u・・be r d i e 
Volksinitiative gegen Missbra・・uche der Fortpflanzungs- 
und Gentechnologie beim Menschen . この時点で、旧連
邦憲法 24 条の８「エネルギーの供給・消費に関する連邦と
カントンの関係」についての条項が追加されているため、生
殖医療と遺伝子工学に関する条項の案は、「24 条の９」に変
更されている。
） BBl 99 III S.22.
） BBl 992 V S.45. なお、反対票が多数になったカントンは、
ヴァレーである。
8） Eidgeno・・ssische Volksinitiative‘zum Schutz von Leben 
und Umwelt vor Genmanipulationen （Gen-Schutz-
Initiative）’.
9） Eidgeno・・ssische Volksinitiative‘zum Schutze des Menschen 
vor Manipulationen in der Fortpflanzungstechnologie
（Initiative fu・・r menschenwu・・rdige Fortpflanzung [FMF]）’.
20） Schwe i z e r i s che Akademie de r Med i z i n i s chen 
Wissenschaften,“Medizinisch-ethische Richtlinien fu・・r 
genetische Untersuchungen am Menschen”. 医科学アカ
デミーの次のページからこの指針を読むことができる。
 http://www.samw.ch/de/Ethik/Richtlinien/Archiv.html
（2009 年９月 30 日現在）
2） AB 2004 N 309.
22） AB 2004 N 30f.
23） AB 2004 N 3. 自由民主党の Felix Gutzwiller や社会民主
党の Franco Cavalli らの発言を参照。
24） AB 2004 N 45.
25） AB 2004 N 449.
2） AB 2004 N 45. 連邦参事会の作成した法案の  条では、
出生前検査のための情報及び相談所への言及はないが、委員
会が  条 d に「第  条による情報及び相談所」という規
定を追加する提案をしている。この法案  条では、出生前
リスク解明の際に、女性が提供されるべき情報について定め
られている。
2） AB 2004 N 450.
28） 保険領域における遺伝子検査に関する国民議会での議論は、
AB 2004 N 452ff.
29） AB 2004 S 389.
30） 例えば、ビエリは、「規制の過剰（U
・・
berregulierung）」「国家
による過度の活動（staatliche U
・・
beraktivita・・ten）」といった
言葉を使って批判している。
3） Verordnung vom 4. Februar 200 u・・ber genetische 
Untersuchungen beim Menschen（GUMV）
32） Verordnung vom 4. Februar 200 u・・ber die Erstellung 
von DNA-Profilen im Zivil- und im Verwaltungsbereich
（VDZV）
33） Verordnung des EDI vom 4. Februar 200 u・・ber 
genetische Untersuchungen beim Menschen（GUMV-EDI）
34） 承認された実験施設は、バーゼル、ベルン、チューリッヒ等
の各大学の法医学研究所等である。承認された実験施設につ
いては、次のページで確認できる。
 http://www.fedpol.admin.ch/fedpol/de/home/themen/
gesellschaft/abstammung/anerkannte_labors.html（2009
年９月 30 日現在）
35） BBl 2002 S.388.
3） BBl 2002 S.38.
3） BBl 2002 S.393f.
38） BBl 2002 S.392f.
39） BBl 2002 S.39.
40） BBl 2002 S.399.
4） BBl 2002 S.40.
42） 例えば、優生学的な観点（BBl 2002 S.45.）
43） BBl 2002 S.48.
44） BBl 2002 S.48.
45） AB 2004 N 450, AB 2004 N 249.（2004 年 3 月 8 日の
国民議会における Johannes Randegger の発言、2004 年９
月 20 日の国民議会における Brigitte Ha・・berli-Koller の発言
を参照。）
4） Bundesgesetz vom９. Oktober 98 u・・ber die Schwanger-
schaftsberatungsstellen
4） なお、カントンはこの機関を共同で設置することができ、ま
た既存の機関を認定することや、私的な組織に設置と運営を
担当させることもできる。
48） BBl 2002 S.420.
49） Gesetz u・・ber genetische Untersuchung bei Menschen 
（Gendiagnositikgesetz - GenDG） vom 3. Juli 2009.（BGBl 
I S.2529.）ドイツ遺伝子診断法は、2009 年５月 5 日に連
邦議会で成立し、一部の条項を除いて 200 年２月１日から
施行される。（山口和人「【ドイツ】遺伝子診断法の制定」『外
国の立法』月刊版、第 240- 号。http://www.ndl.go.jp/jp/
data/publication/legis/2400/024000.pdf（2009 年９
45
月 30 日現在））
50） オーストリア遺伝子技術法（Gentechnikgesetz, GTG）は、
994 年に制定され、一部の条項を除いて 995 年１月１日
から施行されている。その後、数度の改正がなされている（遺
伝子技術法  条は、2005 年に部分的に改正されている）。
オーストリアの連邦法は、オーストリア連邦首相府の次の
ページから検索して参照することができる。
 994 年制定の遺伝子技術法（BGBl Nr. 50/994）につい
ては以下のページ。
 http://www.ris.bka.gv.at/Bgbl-Pdf/（2009 年９月 30 日現
在）
 2005 年改正の条項（BGBl I Nr. 2/2005）については以
下のページ。
 http://www.ris.bka.gv.at/Bgbl-Auth/（2009 年９月 30 日
現在）
5） BBl 2002 S.445.
52） BBl 2002 S.445.
53） BBl 2002 S.44.
54） BBl 2002 S. 448.
55） 専門家委員会の出した勧告と見解は、次のページで参照する
ことができる。
 http://www.bag.admin.ch/themen/medizin/0083/0224
/0438/05559/index.html（2009 年９月 30 日現在）
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第１章　適用領域、目的及び定義
第１条　適用領域
 この法律は、次の領域において、人の遺伝子検査を実施
することのできる条件について定める、
ａ．医療領域、
ｂ．労働領域、
ｃ．保険領域、
ｄ．賠償義務領域。
2 この法律は、出自の解明又は個人の同定のための DNA
型鑑定も定める。刑事手続きにおける及び身元不明者又
は行方不明者の同定のための DNA 型鑑定の利用には、
2003 年６月 20 日の DNA 型鑑定法が適用される。
3 この法律が別に定めていない限り、この法律は研究目的
の遺伝子検査には適用されない。
第２条　目的
この法律は、次のことを目的とする、
ａ．人間の尊厳及び人格性を保護すること、
ｂ．遺伝子検査の濫用及び遺伝子データの濫用を防ぐこ
と、
ｃ． 遺伝子検査の質及び遺伝子検査の結果の解釈の質
を保証すること。
第３条　定義
この法律においては以下のとおり定義する、
ａ．遺伝子検査　遺伝性の又は胚の段階で獲得される人
の遺伝形質の性質を解明するための細胞遺伝学的
検査及び分子遺伝学的検査、並びに遺伝形質に関す
るそのような情報を得ることを直接的に目的とす
るその他すべての検査、
ｂ．細胞遺伝学的検査　染色体の数及び構成の解明のた
めの検査、
ｃ．分子遺伝学的検査　核酸（DNA 及び RNA）及び
直接的な遺伝子産物の分子構造の解明のための検
査、
ｄ．発症前遺伝子検査　臨床的徴候の出現以前に疾患の
性質を知ることを目的とした遺伝子検査であって、
計画された治療の効果の解明に専ら役立つ検査を
除いたもの、
ｅ．出生前検査　出生前遺伝子検査及び出生前リスク解
明、
ｆ．出生前遺伝子検査　胚又は胎児の遺伝形質の性質の
解明のための妊娠中の遺伝子検査、
ｇ．出生前リスク解明　胚又は胎児の遺伝的異常のリス
クを指摘する検査、及び画像撮影法による胚又は胎
児の検査、
ｈ．家族計画のための検査　将来の子孫のための遺伝的
リスクの解明のための遺伝子検査、
ｉ．集団検査　全住民又は全住民のうちの特定の集団に
対して組織的に提供される遺伝子検査であって、探
求される性質が存在する疑いが、個人については生
じないもの、
ｊ．遺伝子対象の体外診断用医薬品　遺伝形質の性質を
証明するために利用できる製品、
ｋ．DNA 型　分子遺伝学的技術を用いて、DNA の暗
号化されていない断片から得られる個人特有の情
報、 
ｌ．遺伝子データ　DNA 型を含めて、遺伝子検査によっ
て得られる人の遺伝形質に関する情報、
ｍ．試料　遺伝子検査のために収集された生物学的素
材、
ｎ．本人　遺伝形質の検査を受けている者、又は DNA
型鑑定が行われ、それに応じて試料又は遺伝子デー
タを提出している者、出生前検査に際しては妊婦。
付録：スイス遺伝子検査法試訳
人の遺伝子検査に関する連邦法
（2004 年 10 月８日成立、2007 年４月１日施行）
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第２章　遺伝子検査に関する一般的原則
第４条　差別の禁止
何人も、その遺伝形質によって差別されてはならない。
第５条　同意
 遺伝子検査及び出生前検査は、集団検査を含めて、本人
が自由に、かつ十分な説明の後に同意した場合にのみ、
実施することができる。連邦法で定められる例外が留保
されている。
2 本人に判断能力がない場合には、その者に代わって、法
定代理人が同意を与える。医療領域においては、第 0
条第 2 項の制限を顧慮しなければならない。
3 同意は、いつでも撤回することができる。
第６条　知らないでいる権利
何人も、自己の遺伝形質に関する情報について知ることを
拒否する権利をもつ、ただし、第 8 条第２項が留保され
ている。
第７条　遺伝子データの保護
遺伝子データの処理には、次のことが課せられる、
ａ．刑法第 32 条及び第 32 条の２による職業上の秘
密、並びに、
ｂ．連邦及びカントンのデータ保護規定。
第８条　遺伝子検査の実施のための認可
 細胞遺伝学的検査又は分子遺伝学的検査を実施しよう
とする者は、管轄の連邦官庁の認可を要する。
2 連邦参事会は、次のことを行う、
ａ．管轄の連邦官庁を指定すること、
ｂ．認可付与の条件及び手続きを定めること、
ｃ．認可保持者の義務を画定すること、
ｄ．監督について定め、特に、抜き打ちの査察の可能性
を定めること、
ｅ．手数料を定めること。
3 連邦参事会は、人の遺伝子検査のための専門家委員会
（第 35 条）の意見の聴取の後に、次のことを行うこと
ができる、
ａ．質的安全性及び結果の解釈に関して、細胞遺伝学的
検査及び分子遺伝学的検査と同じ要求水準を満た
さなければならない場合には、その他の遺伝子検査
又は出生前リスク解明のための認可義務を定める
こと、
ｂ．実施及び結果の解釈に対する特別な要求水準のない
遺伝子検査を、認可義務から除外すること。
4 この法律による DNA 型は、連邦によって承認された実
験施設によってのみ鑑定を行うことができる。連邦参事
会は、承認及び監督の条件並びに手続きを定める。
第９条　遺伝子対象の体外診断用医薬品
 職務上又は営業上の行為と認めることのできない利用
のために、遺伝子対象の体外診断用医薬品を人に譲渡す
ることは、禁止する。
2 医師による監督のもとで利用が行われ、かつ、検査結果
のいかなる誤解も起こり得ない限りで、連邦参事会は、
人の遺伝子検査のための専門家委員会の意見の聴取の
後に、この禁止の例外を定めることができる。
第３章　医療領域における遺伝子検査
第 10 条　人の遺伝子検査
 遺伝子検査は、医療目的に役立ち、かつ、第 8 条によ
る自己決定権が守られる場合にのみ、人に対して実施す
ることができる。
2 判断能力のない者に対しては、遺伝子検査は、この者の
健康の保護に必要である場合にのみ、実施することがで
きる。例外として、家族内の重篤な遺伝性疾患又は相応
の保因がその他の仕方で解明できず、かつ、本人の負担
が軽微である場合には、遺伝子検査が許される。
第 11 条　出生前検査
次のことを目的とした出生前検査を実施することは、禁止
する、
ａ．胚又は胎児の健康を直接的には妨げることのない性
質を確かめること、
ｂ．胚又は胎児の性を、疾患の診断以外の目的で確認す
ること。
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第 12 条　集団検査
 集団検査は、管轄の連邦機関が利用構想を認可した場合
にのみ、実施することができる。
2 認可は、次の場合に、与えることができる、
ａ．早期対応又は予防が可能である場合、
ｂ．検査方法が、明白に確実な結果を提供する場合、か
つ、
ｃ．適切な遺伝相談が保障されている場合。
3 管轄の連邦機関は、認可を与える前に、人の遺伝子検査
のための専門家委員会、及び、必要な限りで、医療領域
における国家倫理委員会の意見を聴取する。
4 連邦参事会は、その他の条件を定めることができる。連
邦参事会は、管轄の連邦機関を指定し、認可付与の手続
き、監督及び手数料を定める。
第 13 条　遺伝子検査の指示
 遺伝子検査は、自立した職務の遂行又は監督下での職務
の遂行の権限をもつ医師によってのみ、指示することが
できる。
2 発症前遺伝子検査及び出生前遺伝子検査並びに家族計
画のための検査は、相応の継続教育を利用でき、又は相
応の継続教育を受けている医師の監督下での継続教育
の枠内で働く医師によってのみ、指示することができ
る。
3 第２項による遺伝子検査を指示する医師は、遺伝相談に
ついて配慮する。
第 14 条　遺伝相談一般
 発症前遺伝子検査及び出生前遺伝子検査並びに家族計
画のための検査には、検査実施の前と後に、非指示的で
専門的な遺伝相談を伴わなければならない。相談の会話
は、文書化しなければならない。
2 相談は、本人の個別の状況及び家族の状況のみを考慮し
てもよく、一般的社会的な利害を考慮してはならない。
相談は、本人及びその家族に対して起こりうる精神的及
び社会的影響を顧慮しなければならない。
3 本人は、又は本人に判断能力がない場合にあってはその
法定代理人は、特に、次のことについて説明を受けなけ
ればならない、
ａ．検査の目的、方法及び言明力並びに継続措置の可能
性、
ｂ．検査にともなって起こりうるリスク、及び診断する
ことのできる異常の頻度と種類、
ｃ．予期しない検査結果の可能性、
ｄ．起こりうる身体的及び精神的な負担、
ｅ．検査費用及び継続措置の費用の負担の可能性、
ｆ．検査結果と関連する支援の可能性、
ｇ．確認された異常の意味、及び考えられる予防的又は
治療的措置。
4 相談と検査の実施の間には、適切な考慮期間を置かなけ
ればならない。
5 集団検査に際しては、相談は状況に合わせなければなら
ない。
第 15 条　出生前遺伝子検査の遺伝相談
 妊婦は、出生前遺伝子検査の前と後に、自己決定権に関
して明確に説明を受けなければならない。
2 提案された検査が、高い蓋然性をもって、いかなる治療
的又は予防的可能性をもたらさない場合には、女性は、
予めそのことの指摘を受けなければならない、それに加
えて、女性は、出生前検査のための情報及び相談所につ
いて知らされなければならない。
3 重篤で不治の障害が確認される場合は、女性は、妊娠中
絶とは別の手段についても説明を受け、障害をもつ子の
親の団体又は自助グループについて知らされなければ
ならない。
4 女性の配偶者又はパートナーも、可能な限り、相談に含
まれなければならない。
第 16 条　出生前リスク解明の説明
胚又は胎児の遺伝的異常のリスクを指摘する検査又は画
像撮影法による出生前検査の実施の前には、妊婦は、次の
ことについて説明を受けなければならない、
ａ．検査の目的及び言明力、
ｂ．予期しない検査結果の可能性、
ｃ．継続検査及び継続的介入、
ｄ．第  条による情報及び相談所。
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第 17 条　出生前検査のための情報及び相談所
 カントンは、必要な専門的知識をもつ人員を配置した、
独立した出生前検査のための情報及び相談所が置かれ
るよう配慮する。
2 カントンは、こうした機関を共同で設置することがで
き、又は公認の妊娠相談所（妊娠相談所に関する 98
年 0 月８日の連邦法）にその任務を委託することがで
きる。
3 この機関は、出生前検査に関して、一般的な仕方で情報
を提供し、相談を受け、要望により、障害をもつ子の親
の団体又は自助グループへの接触を仲介する。
第 18 条　本人の自己決定権
 十分な説明の後に、本人は、自由に、次のことについて
決定する、
ａ．遺伝子検査又は出生前検査及び場合によっては継続
検査を行うかどうか、
ｂ．本人が検査結果を知りたいかどうか、及び
ｃ．本人が検査結果からどのような結論導こうとしてい
るか。
2 本人又は胚若しくは胎児に関して、回避できない差し
迫った身体的危険がある場合には、医師は、検査結果に
関して遅滞なく本人に説明しなければならない。
3 発症前遺伝子検査又は出生前遺伝子検査及び家族計画
のための検査に関して、同意は文書で与えられなければ
ならない、ただし、集団検査については文書である必要
はない。
4 本人に判断能力がない場合には、法定代理人が決定す
る。
第 19 条　遺伝子データの通知
 医師は、遺伝子検査の結果を、本人又は本人に判断能力
がない場合には法定代理人にのみ通知することができ
る。
2 本人の明確な同意により、医師は、検査結果を親族、配
偶者又はパートナーに通知することができる。
3 同意が拒否された場合には、親族、配偶者又はパート
ナーの利益の擁護に必要である限りで、医師は、刑法第
32 条第２項により州の管轄官庁に、職業上の秘密の
免除を願い出ることができる。官庁は、人の遺伝子検査
のための専門家委員会に見解を要求することができる。
第 20 条　生物学的素材の転用
 試料は、本人が同意した目的にのみ転用することができ
る。
2 本人の匿名性が保証され、かつ、本人又は本人に判断能
力がない場合には法定代理人が権利について説明を受
け、研究目的の転用を明確に差し止めてない限りで、他
の目的のために採取された生物学的素材について、研究
目的の遺伝子検査を実施することができる。
3 その他の点では、研究に関する特別法の規定が適用され
る。
第４章　労働領域における遺伝子検査
第 21 条　原則
雇用関係の発生の際に又は継続期間中に、雇用者及び雇用
者の保険検査医は、次のことを行ってはならない、
ａ．発症前遺伝子検査を要求すること、
ｂ．過去の発症前遺伝子検査の結果の開示を求めるこ
と、又はその結果を利用すること、
ｃ．被雇用者の健康に関係のない個人的性質を判別する
遺伝子検査を要求すること。
第 22 条　職業病及び事故の防止のための発症前遺伝子検
査の例外
次の条件を充たす場合には、雇用関係の発生の際に又は継
続期間中に、産業医及び嘱託医は、発症前遺伝子検査を指
示することができる、
ａ．職業病の危険若しくは重大な環境被害の危険又は第
三者に対する重大な災害の危険若しくは健康の危
険があるために、作業場が、SUVA の命令により、
労働医学的配慮の下にあり、又は他の連邦法の規定
に基づいて、当該の活動に関して医学的な適性検査
が実施されなければならない場合。
ｂ．災害保険に関する 98 年３月 20 日の連邦法第 82
条又は他の法的規定にいう作業場の措置が、これら
の危険を排除するには十分ではない場合。
ｃ．科学的水準により、職業病、環境被害の危険又は第
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三者に対する災害の危険若しくは健康の危険が、作
業場を担当する者の特定の遺伝的素質と関連をも
つ場合。
ｄ．人の遺伝子検査のための専門家委員会が、この関連
を確証し、かつ、当該の遺伝的素質を判別するため
に検査方法が信頼できるものと認めた場合。
ｅ．本人が、検査に書面で同意している場合。
第 23 条　検査の実施
 検査は、作業場に関連する特定の遺伝的素質に制限され
る。その他の遺伝子データを究明してはならない。
2 検査の前と後に、第 4 条による遺伝相談を実施しなけ
ればならない。
3 検査の終了後、試料は廃棄しなければならない。
第 24 条　検査結果の通知及び費用の負担
 医師は、検査結果を本人に通知する。雇用者に対しては、
予定している活動について本人が問題となるかどうか
のみ通知される。
2 SUVA の命令に基づき、労働医学的配慮が実施される
場合には、SUVA が費用を負担し、その他の場合には、
雇用者が費用を負担する。
第 25 条　職務上の介入
94 年３月 3 日の労働法又は災害保険に関する 98
年３月 20 日の連邦法の実施機関は、第 2 条から第 24
条までに対する違反を確認した場合には、職務上、介入し
なければならない。
第５章　保険領域における遺伝子検査
第 26 条　検査の禁止
保険組織は、保険関係の確立の条件として、発症前遺伝子
検査も出生前遺伝子検査も要求してはならない。
第 27 条　調査の禁止
 保険組織は、次の保険に関する申請者から、過去の発症
前遺伝子検査若しくは出生前遺伝子検査又は家族計画
のための検査の結果の開示を要求してはならず、検査結
果を利用してはならない。
ａ．社会保険法の総則に関する 2000 年 0 月  日の連
邦法が、全部又は部分的に適用される保険、
ｂ．強制加入及び任意加入の領域の職業上の年金、
ｃ．病気の場合又は出産の際の賃金の支払い継続義務に
関する保険、
ｄ．最高 400,000 スイスフランの保険金となる生命保
険、
ｅ．最高 40,000 スイスフランの年金となる任意の障害
保険。
2 複数の生命保険又は障害保険の契約を結んでいる場合
は、第１項ｄ又はｅによる最高額が契約全体に有効であ
る。申請者は、保険組織に相応の情報を提供しなければ
ならない。
第 28 条　過去の発症前遺伝子検査の結果の容認される調
査
 第 2 条に該当しない私保険の契約締結の前に、保険組
織は、次の場合にのみ、申請者について過去の発症前遺
伝子検査の結果の開示を、嘱託医に対して求めることが
できる、
ａ．当該の検査が、技術的に及び医学的実践において信
頼できる結果を提供する場合、かつ
ｂ．保険料算定に関して検査の科学的価値が証明されて
いる場合。
2 嘱託医は、申請者がどのリスク集団に区分されるかにつ
いてのみ、保険組織に通知する。
3 嘱託医は、検査結果が契約締結に重要である場合にの
み、検査結果を保存することができる。
4 申請者について検査結果が調査された目的でのみ、検査
結果を利用することができる。
第６章　賠償義務領域における遺伝子検査
第 29 条　発症前遺伝子検査の禁止
 損害賠償又は補償が求められる、胚の段階で獲得された
遺伝的損傷の解明が問題となる場合を除いて、損害額算
定又は損害賠償査定の目的で、発症前遺伝子検査を実施
することは、禁止される。
2 賠償額算定又は損害賠償査定の目的で、過去の発症前遺
伝子検査若しくは出生前遺伝子検査又は家族計画のた
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めの検査の結果の開示を求めてはならず、検査結果を利
用してはならない。
第 30 条　疾患の確定
損害額算定又は損害賠償査定の目的で、疾患の有無を確定
するための遺伝子検査は、本人の書面による同意又は裁判
所の命令によってのみ、実施することができる。
第７章　出自の解明又は同定のための DNA 型鑑定
第 31 条　原則
 出自の解明又は同定のための DNA 型鑑定に際しては、
性別を除き、本人の健康状態又はその他の個人的性質を
究明してはならない。
2 DNA 型鑑定を行う実験施設が、又は実験施設の指示を
受けた医師が、本人から試料を採取しなければならな
い。本人は、当の本人であることを証明しなければなら
ない。
3 試料は、他の目的に転用してはならない。
第 32 条　民事手続き
 民事手続きにおいて、係争者及び第三者に関して、
DNA 型鑑定は、裁判所の命令又は本人の書面による同
意がある場合にのみ行うことができる。
2 実験施設は、手続きの枠内で採取された試料を保存しな
ければならない。検査を命じた裁判所は、本人が試料の
保存延長を書面により求めていない限り、終局判決が既
判力を生じた直後に、試料が破棄されるよう配慮する。
第 33 条　行政手続き
 行政手続きにおいて、ある人物の出自又は同定に関し
て、他の方法では解消できない、根拠ある疑いがある
場合には、管轄官庁は、認可の付与又は給付の許可を
DNA 型鑑定の実施に依拠させることができる。
2 DNA 型鑑定は、本人が書面によって同意している限り
でのみ、実施することができる。
3 実験施設は、試料を保存しなければならない。官庁は、
処分が公定力を生じた直後に、試料が破棄されるよう配
慮する。
第 34 条　官庁の手続き以外の出自の解明
 官庁の手続き以外では、出自の解明のための DNA 型鑑
定は、本人が書面によって同意している限りで、実施す
ることができる。ただし、判断能力のない子どもの出自
が、特定の人物に関して解明されようとする場合、その
特定の人物は、判断能力のない子どもの代理となること
はできない。
2 DNA 型鑑定を実施する実験施設は、検査の前に書面に
より、親子関係の発生に関する民法の規定について本人
に説明し、かつ、検査の精神的及び社会的なあらゆる影
響を知らせなければならない。
3 試料の保存又は破棄に関して、本人又は本人に判断能力
がない場合には、その法定代理人が決定する。
4 出生前の父子関係の解明は、妊婦との詳細な相談の会話
が行われた後でのみ、医師によって指示されることがで
きる。相談の会話では、特に、解明のための根拠、試料
の採取に伴うリスク、妊娠に関連する心理的、社会的及
び法的問題、解明後に起こりうる事後措置並びに支援の
可能性が話しあわれる。相談の会話は、文書化されなけ
ればならない。
第８章　人の遺伝子検査のための専門家委員会
第 35 条
 連邦参事会は、人に関する遺伝子検査のための専門家委
員会の委員を選出する。
2 専門家委員会は、特に、次の任務を負う、
ａ．認可付与の観点から、遺伝子検査の質の管理の基準
を作成すること（第８条第２項）、及び連邦参事会
に対して特定の遺伝子検査を認可義務から除外す
べきか、認可義務の下に置くかの勧告を行うこと
（第８条第３項）、
ｂ．管轄の連邦機関の照会に応じて、認可申請について
意見を表明すること、及び査察に協力すること（第
８条第１項及び第２項）、
ｃ．特定の遺伝子対象の体外診断用医薬品が第９条第１
項による禁止から除外されるべきか否かの勧告を
行うこと、
ｄ．集団検査のための利用構想を審査すること（第 2
条）、
スイスの遺伝子検査法
52 福井工業高等専門学校　研究紀要　人文・社会科学　第 43 号　2009
ｅ．必要な限りで、第 3 条第 2 項による継続教育の勧
告を行うこと、
ｆ．遺伝相談（第 4 条及び第 5 条）及び出生前リス
ク解明の説明（第  条）のための勧告を行うこと、
ｇ．職業上の秘密の免除の申請（第 9 条第 3 項）に際
して、照会に応じて州の管轄官庁に助言すること、
ｈ．第 22 条ｄによる確証を行うこと、
ｉ．DNA 型鑑定の実施の勧告を行うこと、
ｊ．遺伝子検査の科学的及び実践的発展を注視するこ
と、そのための勧告を行うこと、及び立法の欠陥を
指摘すること。
3 専門家委員会は、任務の遂行に際しては、独立している。
第９章　罰則
第 36 条　同意のない遺伝子検査
この法律により必要とされる、本人の同意なしで、故意に、
遺伝子検査を指示し又は実施する者は、軽懲役又は罰金に
処する。
第 37 条　認可なしの遺伝子検査
第８条により必要とされる認可を受けずに、故意に、第三
者の遺伝子検査を実施する者は、拘留又は罰金に処する。
第 38 条　遺伝子対象の体外診断用医薬品の譲渡
 第９条第１項に反して、故意に、職務上又は営業上の行
為と認めることのできない利用のために、遺伝子対象の
体外診断用医薬品を人に譲渡する者は、拘留又は罰金に
処する。
2 前項の行為を業として行う場合には、軽懲役又は 0 万
スイスフラン以下の罰金に処する。
第 39 条　労働領域における濫用
労働領域において第 2 条に反して、故意に、次のことを
行う者は、軽懲役又は罰金に処する、
ａ．発症前遺伝子検査又は健康に関係のない個人的性質
の解明のための遺伝子検査を要求すること、
ｂ．過去の発症前遺伝子検査の結果の開示を要求するこ
と、又は保険検査医療上の検査の枠内で過去の発症
前遺伝子検査の結果を尋ね、若しくはその結果を利
用すること。
第 40 条　保険領域における濫用
保険領域において、故意に、次のことを行う者は、軽懲役
又は罰金に処する、
ａ．第 2 条に反して、発症前遺伝子検査又は出生前遺
伝子検査を要求すること、又は
ｂ．第 2 条に反して、過去の発症前遺伝子検査若しく
は出生前遺伝子検査又は家族計画のための検査の
結果の開示を求めること、又は医療上のリスク解明
の枠内でそれらの検査の結果を尋ね、若しくはその
結果を利用すること。
第 41 条　管轄官庁及び行政刑法
 この法律による犯罪行為の訴追及び判定は、カントンの
任務である。
2 行政刑法に関する 94 年３月 22 日の連邦法第６条及
び第７条（業務上の違反行為）並びに第 5 条（文書偽造、
偽造文書の行使）が適用される。
第 10 章　最終規定
第 42 条　遺伝子検査の実施の認可
 第８条による認可を要する者は、この法律の施行後３ヶ
月以内に、管轄の連邦機関に申請書を提出しなければな
らない。
2 期限までに申請書を提出しない者は、業務を停止しなけ
ればならない。
第 43 条　集団検査
この法律の施行時にすでに実施されている集団検査の利
用構想は、認可を必要としない。
第 44 条　レファレンダム及び施行
 この法律は、任意的レファレンダムに付される。
2 連邦参事会が施行を決定する。
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注
ここに訳出したスイス遺伝子検査法は、200 年４月１日の施
行時のものである。2009 年９月 30 日現在で、この法律の改正
は確認されていない。
なお、翻訳にあたっては、ドイツ語版を主に用いて、必要に応
じてフランス語版を参照した。スイス遺伝子検査法の原文は、次
のページで参照することができる（2009 年９月 30 日現在）。
http://www.admin.ch/ch/d/sr/c80_2.html
また、甲斐克則氏による邦訳がすでに公表されていた（「〔翻訳〕
人の遺伝子検査に関するスイス連邦法（１）」『早稲田法学』第
84 巻第２号、2009 年３月、30-308 頁、及び「〔翻訳〕人の遺
伝子検査に関するスイス連邦法（２・完）」『早稲田法学』第 84
巻第４号、2009 年６月、4-4 頁）が、スイスの遺伝子検査
法の制定の経緯等を紹介した本文の資料として、この法律の翻訳
を添えることで、全体像がより明らかになると考え、ここに再度
翻訳を掲載することした。この翻訳にあたっては、甲斐氏による
邦訳を大いに参照した。
スイスの遺伝子検査法
